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2020年度中間決算概要
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1) 2020年度中間決算概要(連結)

決算概要

≫ 親会社株主に帰属する当期純利益は、
84億円となり、前年同期⽐▲43億円

連単差
3⾏合算中間純利益 129億円

のれん償却費 ▲1億円
FG連結調整等 ▲44億円

YMFG連結中間純利益 84億円

≫ 主な変動要因
・有価証券関連収益の減少（▲78億円）

（内訳）
・利息配当⾦ （＋33億円）

うち投信解約益（＋43億円）
・売買損益等 （▲111億円）

・与信関係費用(△)の増加（+9億円）
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455 511 +56
 資⾦利益 418 434 +16

 うち預貸⾦利益 355 339 ▲ 16

 うち有価証券利息配当⾦ 83 117 +33

 役務取引等利益 64 69 +4

350 336 ▲ 13

105 174 +69

184 129 ▲ 54

128 84 ▲ 43

62 72 +9

349 337 ▲ 11

214 136 ▲ 78

コア業務粗利益

(億円）

2019年度
中間期

2020年度
中間期 前期⽐

  経費（△）（臨時処理分含む）

  有価証券関連収益

 経費（△）（臨時処理分除く）

コア業務純益

経常利益

親会社株主に帰属する当期純利益

  与信関係費用（△）



2020年度中間決算 経常利益増減要因(連結)
≫ 貸出⾦、役務、有価証券、与信費⽤については各ページに詳細記載

2019/9期 2020/9期
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(単位:億円)

貸出⾦利息 預⾦利息
役務利益

有価証券収益 経費
(臨時処理分含む) 与信費用

その他

・邦貨貸出⾦
▲ 3億円

・外貨貸出⾦
▲29億円
≫ p.8

≫ p.11

≫ p.10

≫ p.9

・邦貨預⾦利息
＋ 5億円

・外貨預⾦利息
＋11億円

・銀⾏法⼈関係
⼿数料 ＋7億円

・利息・配当
+33億円

(うち投信解約益
+43億円)

・売買損益等
▲111億円

・⼈件費(臨時含む)
＋6億円

・物件費等
＋5億円

・一般貸引要因
▲6億円

・個別貸引要因等
▲2億円

・外貨調達コスト
+30億円

・海外⽀店出資⾦損益
＋7億円



2020年度中間決算概要(銀⾏単体)
≫ 3⾏ともコア業務純益は増加したが、有価証券関連収益の減少を主因に中間純利益129億円（前期⽐▲37億円）
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474 +60 272 +49 142 +9 59 +1

 資⾦利益 437 +13 249 +8 132 +5 55 ▲ 0

 うち預貸⾦利益 341 ▲ 15 178 ▲ 13 110 ▲ 1 52 ▲ 1

 うち有価証券利息配当⾦ 116 +33 90 +29 23 +4 2 ▲ 0

 役務取引等利益 39 +4 27 +3 10 +1 1 +0

260 ▲ 14 130 ▲ 8 93 ▲ 4 36 ▲ 1

213 +74 141 +58 48 +13 22 +2

167 ▲ 53 112 ▲ 55 35 ▲ 0 19 +2

129 ▲ 37 84 ▲ 38 29 ▲ 0 15 +1

70 +10 25 ▲ 4 33 +6 11 +7

261 ▲ 12 132 ▲ 5 91 ▲ 5 37 ▲ 0

132 ▲ 82 81 ▲ 83 40 ▲ 5 10 +7

経常利益

当期純利益

  与信関係費用（△）

  経費（△）（臨時処理分含む）

  有価証券関連収益

前期⽐

コア業務粗利益

 経費（△）（臨時処理分除く）

北九州
銀⾏前期⽐

コア業務純益

(億円）
３⾏合算

山口
銀⾏

もみじ
銀⾏前期⽐ 前期⽐



貸出⾦平残（銀⾏別）

+4,112億円
(＋5.5％)

+553億円
(＋4.8％)

+890億円
(＋3.9％)

+２,668億円
(＋6.6%)

≫ 貸出⾦平残は3⾏すべてで増加し、前期⽐＋4,112億円（＋5.5％）、うち邦貨貸出⾦で＋3,625億円（＋5.1％）
≫ 事業体別では大企業の伸びが大きく、前期⽐＋2,385億円（＋13.8％）

(単位:億円)

前期⽐

2) 貸出⾦残⾼ 7

もみじ銀⾏

山口銀⾏

北九州銀⾏

大企業

中小企業

個⼈

地公体

67,934 70,058
73,683

邦貨貸出⾦平残（事業体別)

+3,625億円
(＋5.1％)

＋31億円
(＋0.3%)

+113億円
(＋0.8％)

+1,096億円
(＋3.5%)

+2,385億円
(＋13.8%)

(単位:億円)

前期⽐

38,533 40,175 42,843 

22,131 22,625 
23,515 

11,316 
11,564 

12,117 
71,981 74,365 

78,477 

2018/9期 2019/9期 2020/9期

30,094 30,846 31,942 

16,025 17,197 
19,582 

12,149 
12,579 

12,692 

9,666 
9,436 

9,467 

2018/9期 2019/9期 2020/9期



1.10%

1.06%

0.87%

1.05%
1.01%

0.95%0.99%
0.98%

0.89%

1.07%
1.03%

0.90%

山口銀⾏ もみじ銀⾏ 北九州銀⾏ 3⾏合算

0.90%

0.84%

0.78%

1.03% 0.98%

0.94%0.95% 0.93%

0.89%

0.95%

0.90%

0.85%

山口銀⾏ もみじ銀⾏ 北九州銀⾏ 3⾏合算

156 153 152 

45 44 48 
95 95 93 
28 24 20 

2018/9期 2019/9期 2020/9期

213 215 188 

117 115 112 

57 57 55 

2018/9期 2019/9期 2020/9期

3) 貸出⾦利回り／利息

313316324

邦貨貸出⾦利回り

邦貨貸出⾦利息(事業体別)

大企業
中小企業

個⼈
地公体

▲5bps ▲5bps

(単位:億円)
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2018/9期 2019/9期 2020/9期

▲3億円▲32億円

貸出⾦利回り

貸出⾦利息(銀⾏別)

もみじ銀⾏

山口銀⾏

北九州銀⾏
355387387

3⾏合算
利回りの
前期⽐

▲3bps ▲13bps

(単位:億円)

3⾏合算
利回りの
前期⽐

≫ 貸出⾦利回りは、外貨貸出⾦の⾦利低下により大幅に低下
≫ 3⾏合算の貸出⾦残⾼は堅調に増加しているが、利回りの低下をカバーできず貸出⾦利息は減少

2018/9期 2019/9期 2020/9期



2.95%

1.25% 1.28% 1.25%

-1.00%
-0.50%
0.00%
0.50%
1.00%
1.50%
2.00%
2.50%
3.00%
3.50%

0

500

1,000

1,500

2,000

40
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▲ 38

▲ 27

▲ 14

▲ 27

▲ 10

18

60

70

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

2011/9 2012/9 2013/9 2014/9 2015/9 2016/9 2017/9 2018/9 2019/9 2020/9

547 453 404 335 268 200 153 115 81 75 85 125 154 

735 
764 729 

686 713 
667 

592 560 
463 442 485 532 572 

4) 与信費用／不良債権

与信関係費用(3⾏合算)

貸倒引当⾦残⾼(FG連結)

⾦融再⽣法開⽰債権残⾼(3⾏合算)

≫ 与信関係費⽤(3⾏合算)は、もみじ銀⾏と北九州銀⾏の費⽤が増加したことを受け、前期⽐+10億円
≫ ⾦融再⽣法開⽰債権残⾼は2020/3期と同水準を維持

破産更⽣
債権等

危険債権

要管理債権

開⽰債権⽐率

一般貸倒
引当⾦

個別貸倒
引当⾦

(単位:億円)

(単位:億円)

(単位:億円)

+40億円

+28億円

与信関係費用

一般貸引要因

個別貸引要因等

2020/3期⽐

9

＋10億円
2019/9期⽐



30 30 31 

33 
24 

27 

12 

9 
10 

1 

1 
1 

2018/9期 2019/9期 2020/9期

5) 役務関連収益

もみじ銀⾏

山口銀⾏

北九州銀⾏

銀⾏以外

76

64
69

役務取引等利益(FG連結) 変動要因の主な内訳

≫ 銀⾏法⼈関係⼿数料の増加を主因に、連結役務取引等利益は前期⽐＋4億円

＋0億円

＋1億円

(単位:億円)

前期⽐
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団信保険料／ローン保証料
ATM⼿数料等

ワイエム証券
関連収益

ワイエムコンサル
ティング関連収益

2019/9期 2020/9期

64

69

銀⾏投信／保険販売⼿数料

銀⾏法⼈
関連⼿数料

＋3億円

＋1億円

＋4億円
+0



(55)
37 1 22 2 
47 

(64) (70)
5 

(32)

(225) (185)

879 557 371 

522 

(59) (34)

(67) (55)

773 

575 

15 
232 

4,665 
2,148 

4,373 

818 
2,213 

2,738 
5,108 

3,826 

3,437 

1,487 

1,138 

1,067 
1,746 

1,633 

1,927 
596 

966 

1,164 
1,542 

2,093 

2,487 

2018/9期 2019/9期 2020/9期

108 
165 

81 

39 

46 

40 

2 

3 
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2018/9期 2019/9期 2020/9期

6) 有価証券

その他有価証券の評価損益(3⾏合算) 有価証券関連収益(3⾏合算)

有価証券時価残⾼(3⾏合算)

≫ 2020/9期は評価損益の改善に注⼒、株価の上昇もあり、その他有価証券の評価損益は2020/3期⽐＋217億円の改善

もみじ銀⾏

山口銀⾏

北九州銀⾏

国内債券

その他投信

外国債券

株式投信

国内債券
（社債）

（地方債）
（国債）

国内株式
外国債券
株式投信

その他投信

17,194
14,01915,963

132
(31)

214
(67)

149
(34)

(単位:億円)

(単位:億円)

(単位:億円)

合計（うち政策投資
株式売却損益）

▲6億円

＋151億円

＋39億円

▲82億円

2020/3期⽐

+3,175億円

＋217億円

うち純投資部門
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2018/9期 2019/9期 2020/9期

＋18億円
（＋12億円）

10,591
8,187 10,549

国内株式

＋20億円

＋12億円
▲288億円

（▲75億円）

▲108億円
（ー）

2020/3期

▲355億円
（▲127億円）

（）内は⾦利ｽﾜｯﾌﾟ(繰延
ﾍｯｼﾞ）の評価損益

その他有価証券の評価損益

2020/3期⽐



14.23%
13.62% 13.78%

12.62%
13.24%

14.19%
13.55% 13.65%

12.41% 12.52%

2018/9期 2019/3期 2019/9期 2020/3期 2020/9期

12.62%
12.73%

13.05%

13.47% 13.28% 13.24%

17.72%

16.57%
16.88%

15.24%
15.54%

10.76%
10.37% 10.42% 10.31% 10.40%

11.45%
11.15% 11.02% 11.02% 11.01%

2018/9期 2019/3期 2019/9期 2020/3期 2020/9期

7) ⾃⼰資本⽐率(連結・銀⾏単体)

山口フィナンシャルグループ連結 グループ内銀⾏の⾃⼰資本⽐率

≫ 劣後債発⾏を主因とし、連結総⾃⼰資本⽐率は2020/3期⽐＋0.62％の13.24％

もみじ銀⾏

山口銀⾏

北九州銀⾏

総⾃⼰資本⽐率

普通株式等Tier1⽐率
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利益剰余⾦
積み上げ
＋0.11%

2020/9期2020/3期

◆主な変動要因（FG連結総⾃⼰資本⽐率）

その他有価証券
評価益の増加

＋0.32%

貸出⾦増加
▲0.19%

その他
▲0.04%

※⼭⼝銀⾏は国際統⼀基準により、もみじ銀⾏および北九州銀⾏は
国内基準によりそれぞれ算出

劣後債調達
＋0.42%



≫ 期初計画から経常利益350億円、当期純利益230億円は変更しない

8) 2020年度通期業績予想（連結） 13

511 53% 449 960 ▲ 26
 資⾦利益 434 53% 384 818 ▲ 63

 うち預貸⾦利益 339 50% 334 673 ▲ 35

 うち有価証券利息配当⾦ 117 64% 64 181 ▲ 33

 役務取引等利益 69 44% 87 156 +18

336 49% 338 674 ▲ 20

174 61% 111 285 ▲ 6

129 36% 221 350 ▲ 16

84 36% 146 230 ▲ 23

72 76% 22 94 ▲ 27

337 52% 311 648 ▲ 44

136 53% 116 252 ▲ 119

(億円）

2020年
中間期

（実績）

2020年
通期

（⾒込）

2020年
下期

（⾒込）
コア業務粗利益

 経費（△）（臨時処理分除く）

コア業務純益

進捗率 前期⽐

経常利益

(親会社株主に帰属する)当期純利益

  与信関係費用（△）

  経費（△）（臨時処理分含む）

  有価証券関連収益



2020年度通期業績予想 経常利益増減要因(連結)

2020/3期 2021/3期
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(単位:億円)

366 350

貸出⾦利息 預⾦利息

役務利益

有価証券収益

経費
(臨時処理分含む)

与信費用

その他
・邦貨貸出⾦

▲ 5億円
・外貨貸出⾦

▲ 58億円

・邦貨預⾦利息
＋8億円

・外貨預⾦利息
＋19億円

・ワイエムコンサル
＋7億円

・法⼈関連⼿数料
(ビジマ等)

＋8億円
・ワイエム証券

＋4億円

・利息・配当
▲33億円

(うち投信解約益
▲5億円)

・売買損益等
▲86億円

・⼈件費(臨時含む)
＋34億円

・物件費
＋12億円

・経費性税⾦
▲ 2億円

・一般貸引要因
▲15億円

・個別貸引要因等
＋43億円

・外貨調達コスト
+47億円



中期経営計画の進捗
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新型コロナウイルスへの対応について 16

新型コロナウイルス関連相談・対応状況

資本性ファイナンスサポート
≫ 2020年6月に資本性劣後ローンによる資⾦繰り・資本強化⽀援の

取り組みを強化
≫ 取引先の導入メリットとして、(1)実質的な⾃⼰資本と⾒なされる、

(2)⻑期期日⼀括返済のため資⾦繰り負担が軽減、(3)業績連動型⾦
利（業績悪化時には⾦利負担軽減）がある

実⾏件数 実⾏⾦額
⼭⼝銀⾏ 4 800
もみじ銀⾏ 8 1,300
北九州銀⾏ 3 400
合計 15 2,500

（単位︓件、百万円）◆資本性劣後ローン取組実績（2020/11末時点）

◆「元気にやまぐち券」クラウドファンディング事業
≫ 新型コロナウイルスの影響を受けている⼭⼝県内の事業者⽀援を目的

としたクラウドファンディング事業「頑張るお店応援プロジェクト」
を⼭⼝県より受注。目標⾦額180百万円を約2カ月で達成

クラウドファンディングの活用

• 参加店舗数 ︓2,117店舗
• 累計⽀援者数︓4,283名
• ⽀援⾦総額 ︓181,459千円

相談件数 融資申込件数 融資実⾏件数
（うち保証協会）

融資実⾏額
（うち保証協会）

12,493件

11,300件 10,759件
（10,097件）

3,551億円
（1,972億円）

条件変更
申込件数

条件変更
実⾏件数

984件 960件

※10/31時点

≫ 「Yamaguchiを盛り上げようプロジェクト」
⼭⼝県で活躍中のボーカリストＬｉｎｏが、地元の⾼校⽣やよさこい
チームと共に三密に配慮した屋外ライブを開催し、学⽣たちと歌う曲

「明日への笑顔~君へ~」を
学校や病院に贈るプロジェク
トをプロデュース

◆プロジェクトのプロデュース
≫ 「山口の誇りを目指して。

オール山口で共に闘うレノファ山口FCプロジェクト」
⼭⼝県をホームタウンとするレノファ⼭⼝FC（J2リーグ所属）
クラブ初のクラウドファンディング事業をプロデュース

目標を大きく上回る⽀援⾦を
集め、コロナの状況下で来場
者数が激減している当クラブ
の運営費補填に寄与

目標を上回る⽀援⾦を集め、
コロナ禍の地元を盛り上げた



中期経営計画のビジネスモデル
≫ オリジナルのCSV*（共通価値の創造）経営モデル【＝YM-CSVモデル】を確⽴し、地域の社会価値の向上と当社の経済価値の向上を両⽴する
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* Creating Shared Value : 経営戦略フレームワークの⼀つ。共通価値の創造を通じて、企業の経済利益活動と社会的価値の創出の両⽴を目指す

YM-CSVモデル

銀⾏⽂化と起業家精神の融合

下⽀え

有機的に
連携

≫ 地域の社会課題を解決
する「地域エコシステム」
を当社が主体的にアレンジ
し、次々と⽣み出す

≫ 多くのエコシステムを
実装することで地域に
新たな価値を⽣み、地域
の「弱み」を「強み」に
変える ≫ 既存銀⾏モデルを徹底的なお客さま視点から⾒直し、

SHINKA（深化、進化）させる

地域
エコシステム 進化

•徹底的なデジタル化
による効率化

•規模の拡大

ライフプランニングライフプランニング

銀⾏モデル銀⾏モデル

デジタル･データデジタル･データ

深化 •既存機能をより高付加価値化 ・新たな⾦融モデルの浸透

コンサルティングコンサルティング

地域共創モデルの確⽴

その他

モノ・
サービス
提供者

システム
基盤

提供者
顧客基盤
提供者

技術
提供者

YMFG

地域課題
の解決

≫ それぞれの領域で得た経営資源を活⽤し、2つのモデルに⾼い競争優位性を⽣み出す
地域との

リレーション
地域での

ネットワーク ⼈材ネットワーク 資⾦DX 地域データ
（統合データベース）

事業性評価能⼒
（事業のビジネスモデルの目利き⼒）

投資先ベンチャーとの
ネットワーク

⾦融モデルの“SHINKA”



「YM-CSVモデル」によりニューノーマルにおける地域価値向上を加速 18

YM-CSVモデル
地域共創ユニット

イノベーション投資戦略事業本部

 コロナにより東京⼀極集中を是正し地⽅の価値を⾒直す動き
がこれまで以上に活性化

 当社グループが起点となって地域における新規ビジネスを興
し、地域の価値をさらに向上させる

DX・デジタルシフトDX・デジタルシフト ビジネスモデル再構築ビジネスモデル再構築 事業承継・事業再生事業承継・事業再生 新ビジネス創出新ビジネス創出ニューノーマルにおける
キーワード

 ニューノーマルに必要不可⽋な機能を地域が実装していくことを⽀援する

 事業者がニューノーマルにおいて求める変革を様々な側面か
ら⽀援

 ライフプランニングの⾼度化、店舗余剰空間の活⽤、⾮対面
チャネルの拡充等により新たな顧客付加価値を創出

経営・都市⼈材を地域企業へ紹介

日本マイクロソフトとの連携

⾦融ユニット

統合
データベース

有機的に連携
• 広島オフィスの開設
• 広島県プロフェッショナル⼈材拠点機

能強化
• 日本ワールドビジネスとの提携

地域産品の販路拡大⽀援等

さらなる新規ビジネスの創出観光・農業など地場産業振興

YMキャリア

バンカーズファーム

YMツーリズム

地域商社やまぐち
企業⽀援体制の強化

営業⼿法の転換

ライフプランニングの⾼度化

チャネル⾒直し

DXの推進 スタートアップとの連携 エクイティによる事業再⽣／事業承継

IFA体制構築サービサー設⽴

コンサルティング⽀援

店舗体制の⾒直し

スマホアプリ

スタートアップへの投資

投資先のソリューションを地域に提供

事業再⽣投資（Elixirファンド等）

YMFG Searchファンド

新規エコシステムの検討

• Azure Hiroshima Baseの開設
• 中小企業へのテクノロジー⽀援（TECH⼥⼦）
• Microsoft Teamsによる完全⾮対面営業

• Unicornファンド投資実績︓8件/5.9億円
※2020年度上期実績

• スタートアップ等のソリューションを地域に提供

• 事業再⽣投資実績︓5件/3.4億円
※2020年度上期実績

• Searchファンド投資実績︓3件/1.2億円
※2020年度上期実績

• 2020年12月設⽴予定

• 体制強化・⼈員増強

• ⾒直しによりコスト構造改革を図る

• 計画的に機能拡充を実施

• ライフプランシミュレーション
（LPS）ツールを新たに導入

• ECサイトリニューアル
• 取扱商材の拡大
• 「やまぐるめぐり」の開発

• シニア応援プロジェクト
• 地域内消費活性化プロジェクト
• 新規事業開発コンサルティング
• 「地域共創×⽣涯活躍」モデル構築 等

• 銀⾏営業店でのMicrosoft Teamsの導
入・活⽤

• 保険ひろばにオンライン面談システム
導入

• 畑わさびの営農開始

• 広瀬⽀店再開発プロジェクト等の検討

完全⾮対面営業の実現



◆銀⾏店舗の統廃合
≫ 営業エリアの重複したもみじ銀⾏の店舗（広島県内）を中心として、

店舗内店舗⽅式（ブランチインブランチ）により34拠点の統廃合を
2021年7月末までに実施

事業効率化 19

店舗統廃合

ジョブ型⼈事制度の導⼊

⼈員再配置

企業年⾦制度改定

2019年度末 2020年11月末

経費削減効果
(2019年度⽐)

≫ 地域価値向上会社として、専⾨性の⾼い⼈材による⾼度なソリュー
ション提供、ならびに専⾨⼈材による出向や副業等を通じた⼈材
ニーズへの対応により、地域やお客様の成⻑を実現するためジョブ
型⼈事制度の導入（2021年7月）を検討中

≫ ⼈員を再配置し、窓⼝・後⽅事務担当者を営業⼈員へシフトを実施
≫ 新卒採⽤者の絞り込み等により、グループ社員も減少しており、

⼈件費削減を図っている

≫ ⻑寿化による財務負担増加を抑制し、年⾦制度の持続可能性向上、
公平性の確保などを目的として、以下の企業年⾦制度改定を2021年
4月1日に実施予定

≫ 今後も左記店舗統廃合やDXの推進による⽣産性向上を進め、営業
⼈員へのシフトを実施

• 終⾝年⾦制度を廃⽌し、保証期間（15年または20年を選択）
終了後の年⾦給付を廃⽌

• 年⾦の給付利率の下限を1.5％から0.5％に引下げ、市場実勢
に則した年⾦給付とする

【⼈員推移】 （単位︓名）
2018年9月 2019年9月 2020年9月 2018年9月⽐

グループ社員 5,456 5,398 5,192 ▲ 264
うち窓⼝・後⽅ 1,950 1,873 1,714 ▲ 236
うち新卒採⽤者 301 263 135 ▲ 166

2019年度末 2020年11月末

（＋11店舗）（▲9店舗）
ワイエム

コンサルティング⼈員
１２２名

（2020/7末⽐＋42名）

ＴＥＣＨ⼥⼦
５０名

（2020年度下期発⾜）

※2020年11月時点

3.5億円

≫ 退職給付債務53億円の減少のほか、退職給付費⽤が年間3.4億円減少
する⾒通し

◆グループ店舗の⾒直し
≫ ワイエム証券の店舗数を半減させた⼀⽅、保険ひろばの店舗数を増加

ワイエム証券 保険ひろば

18店舗 9店舗 56店舗 67店舗
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イノベーション／データ・ＤＸ／マーケティング／投資

イノベーション投資戦略事業本部



統合データベース
（2019年7月導入）

≫ 統合データベースを軸として多様な切り⼝からイノベーションが連続して⽣み出される体制を強化

21

イノベーション投資戦略事業本部
マーケティング戦略部

（2020年8月新設）

当社マーケティング戦略
に横串を刺し、統合デー
タベースを活⽤したデー
タ指向のマーケティング
⼿法を社内に実装

地域事業者にも企業価値
向上に資するマーケティ
ング⼿法を提供

10名体制

イノベーション創出体制の強化

DX戦略部
（2020年6月新設）

統合データベースを基に
ビジネスモデルを抜本的
に変え、⽣産性を向上さ
せる社内DXの企画・展開

Tech企業やスタートアッ
プとの協業を通じ、迅速
な意思決定と大胆な施策
展開、事業運営を⾏う

9名体制

投資共創部

事業性評価に基づく投資
を切り⼝として先端テク
ノロジーの地域での活⽤
や事業承継、事業再⽣と
いった地域課題の解決に
取組む

スタートアップや投資家
、若⼿経営⼈材等と接点

16名体制

データ・キュービック

Fintech企業との合弁会社
DX戦略部と連携の上で、

地域のDX化を推進
⾦融ITサービスやクラウ

ドサービス等の中小企業
での活⽤を推進・⽀援す
るチーム「TECH⼥⼦」
を組成し営業展開

59名体制 兼務者含む
うちTECH⼥⼦50名

Microsoft Azure（クラウド） 
各システムに別々に蓄積されてきたデータ

をグループで統合して、分析を⾏うための
プラットフォームを構築

クラウド化によってビッグデータの蓄積が
可能となり、時系列やグループ会社間を
跨いだ分析も可能に

顧客属性データと取引データを併せて分析
することで、精度や提案品質が向上

データ種類・量ともに今後も拡張する

2020年11月時点

グループ会社
17種類

周辺システム
170種類

勘定系システム
124種類

2020年4月時点

グループ会社
23種類

周辺システム
193種類

勘定系システム
130種類

データ種類・量
を拡張



地域のＤＸ推進
22

地域のDX推進を目的とした包括連携協定の締結
≫ ”ニューノーマルに備え地域にDXを浸透させる“ため、最新テクノロジーとデータ利活⽤を推進

銀⾏店舗のDX拠点への転換
≫ 日本マイクロソフトと

共同で「Azure Hirosh
ima Base」をもみじ銀
⾏平和通出張所内に開設
予定（2021年2月）

≫ 常時テクノロジー⽀援が
受けられるコワーキングスペースに加え、地域
の皆様が利⽤できるセミナースペースやカフェ
の併設により、多種多様な⼈々や情報が集まる
イノベーションの場を提供する

Azure Hiroshima Base TECH⼥⼦
中小企業のテクノロジー活用⽀援

≫ 中小企業のテクノロジ
ー活⽤を⽀援するため、
総勢50名の専⾨チーム
（TECH⼥⼦）を2020
年11月に発足

≫ 育成プログラムを経て、Microsoft365などを活
⽤したDXの⽀援を12月より開始（12月1日〜
4日で9社と契約締結）

≫ データドリブンの戦略策定やＡＩの活⽤の⽀援
に繋げる

≫ データ起点の事業活動、デジタル技術を活⽤した豊かな⽣活の実現
≫ 経営者や起業家、エンジニア、学⽣、地域住⺠の新たなネットワーク構築

Microsoft Teamsに
よる完全非対面営業

非対面で完結する営業スタイルへの転換
≫ コロナ禍においても平

時と変わらぬ営業体制
を整備

≫ 相談から契約まで完結
≫ 2020年11月末実績で

面談件数の約10%が
オンライン面談ヘシフト

≫ 完全⾮対面の営業スタ
イルを定着させ、そのノウハウをTECH⼥⼦
を通じて地域へ還元する

Teams営業拡大後の面談数（月間）

2020年9月 拡大後

＋３３％
62,000回

82,400回



投資実績 23

ファンド投資実績

◆投資総額、利益額の推移

・2017年6月に投資共創部を設⽴以来、ファンド投資総額を拡大
・過去3年間で投資利益22億円を計上
・スタートアップ、事業再⽣・事業承継、地域価値向上に資する分野への投資

ポートフォリオを構成

◆事業再⽣投資等（やまぐち事業維新ファンド、Elixirファンド、⻑⾨湯本温泉まちづくりファンド、
新型コロナウイルス対策⽀援ファンド、岩国Value UPファンド）

累計実績 １３件／１5億円
◆YMFG Searchファンド

累計実績 ４先／２億円

第二創業投資実績（2020年11月末時点）

2020年度上期投資実績 5件／3.4億円

2020年度上期投資実績 3件／1.2億円

◆UNICORNファンド
２９件／２２億円

・地域の社会課題を解決するスタートアップを中心に投資実⾏

◆Fun Fun Drive
１件／０.１億円

・⼭⼝大学と共同でファンドを設⽴

スタートアップ投資実績（2020年11月末時点）

2020年度上期投資実績 ８件/ 5.9億円

累計実績

累計実績

・サーチャー（優秀な若⼿経営者候補）5名に対して投資実⾏
・YMFG Searchファンドで、4先の事業承継を実現

◆投資ポートフォリオ

7割

２２億円
(※)2017年6月に投資共創部設⽴後の利益累計額

◆投資利益累計額（※）

• 地域価値を向上させるために、スタートアップ、
事業再⽣・事業承継、地域価値向上に資する分
野を中心に投資。

• ファンド投資を通じて、DXやマーケティングの
知⾒を獲得するため、INCUBATE FUNDやGO 
FUNDへの投資を⾏っている

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

0

50

100

150

200

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

投資総額
１６６億円利益率

利益額
１２億円

9.4％（単位︓億円）

（利益額は未確定）

８億円２億円

【下関南総合⽀援学校へ視覚障がい者向けアイウェアを寄贈】
≫ 地域価値向上に資する取り組みとして、2020

年8月、株式会社QDレーザの網膜直接投影型
アイウェア「Retissa Display Ⅱ」３台を⼭⼝
県⽴下関南総合⽀援学校へ寄贈

2020年度上期に
⼭⼝大学と連携した
スタートアップ
株式会社Foremaに投資

上期

2020年度上期
投資実績 3６億円



投資実績
新規事業開発から生まれた日本初のSearch Fund

≫ 「Search Fund」は、成⻑意欲の⾼いサーチャーを地域に呼び込み、
地域企業の事業承継課題を解決することを目的に掲げる

≫ 当社グループは2019年2月の「YMFG Search Fund」設⽴以降、5名
のサーチャーへ投資、4先の事業承継を実現

4先/2億円5名
サーチャー投資（累計） 投資実績（累計）

株式会社塩⾒組（サーチャー渡邊⽒）
◆YMFGエリアで若⼿経営者が活躍中

Search Fundにより地域課題の解決を実現

• 承継企業の事業を拡
大すべく、新規事業
に挑戦する、第3号
サーチャーの株式会
社キャスリンク
伊藤取締役

• 2020年2月に事業を承継した第1号サーチャーの
株式会社塩⾒組 渡邊社⻑（右）と同社末吉会⻑
（左）。

• 持ち前の⾏動⼒を発揮し、本社移転を決断。12月
に本社を移転し、新⽣塩⾒組として新たなスター
トを切る

• 承継企業とのインターン
を実施中の、大⼿商社出
⾝のサーチャー赤塚⽒

サーチャー赤塚⽒サーチャー横⼭⽒

【Search Fundとは】
• 企業経営を志す優秀な若者に投資し、次世代の経営者と会

社・従業員を託したい企業とを結び付け、企業の持続的成⻑
を目指す米国発祥の事業承継モデル

• YMFGは、後継者不在企業の事業承継課題の解決、及び都市
部の優秀な若者に「経営者」というキャリアパスを提供する
ため、日本で初めて「Search Fund」に取組んでいる

株式会社キャスリンク
（サーチャー伊藤⽒）

≫ 今後、サーチャー体制の拡充を予定しており、企業成⻑意欲の⾼い
優秀な若者に「経営者」というキャリアパスを提供し、地域の事業承継
課題の解決を図ることで、地域価値の向上を実現していく

≫ また、地域の事業承継問題の解決に取組む先駆者として、「Search   
Fund」モデルの全国展開も進める

• 広島県福⼭市の創業
65年の鉄⼯関連企業
を承継した、広島県
出⾝の弁護士・サー
チャー横⼭⽒。

• 既に承継企業での経
営をスタートさせ、
同社の⻑期的成⻑の
実現を目指す

24

（2020年度上期投資実績︓3件/1.2億円）
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⾦融ユニット

⾦融モデルの“SHINKA”



26% 27% 24% 35%
0%

50%

100%

0.600%

0.700%

0.800%

0.900%

2018年度下期 2019年度上期 2019年度下期 2020年度上期

大企業・中小企業新規貸出⾦利回り・⻑短実⾏割合

短期融資 実⾏割合

⻑期融資 実⾏割合

短期融資 平均利回り

⻑期融資 平均利回り

26法⼈事業戦略＿預貸⾦ビジネス／信用リスク管理態勢強化
新規実⾏利回り（邦貨貸出⾦）

≫ ⻑期融資の新規実⾏平均利回りは上昇傾向
≫ 実⾏⾦額に占める⻑期融資割合も増加しており、事業性評価の深掘

り、シップファイナンス残⾼増加等により、引き続き改善を⾒込む

（利回り）

⻑期融資利回りは
上昇傾向

⻑期融資割合は
増加傾向

1,795 1,905 
2,118 

2,284 

3,000 

2019/3 2019/9 2020/3 2020/9 2021/3 2023/3

シップファイナンス残⾼推移
（スプレッド１％以上）

シップファイナンスの収益⼒の強化

（単位︓億円）

実績

≫ 有⼒船主が集まる愛媛県今治地区を「重点取組地区」に設定
⇒⻄瀬⼾パートナーシップ協定による愛媛銀⾏との連携も⾏い

ながら、有⼒船主の開拓・有⼒船主からの案件獲得に注⼒
≫ スプレッド1%以上の融資残⾼を増加させるべく目標を設定

目標

（割合）

・・・

70 

20 

2020年度計画 2020年度上期実績／下期⾒通し

与信費⽤の実績／⾒通し

信用リスク管理態勢の強化
≫ 与信費⽤低減に向けて、各⾏の再⽣⽀援担当者を増員

営業店再⽣⽀援先について本部関与を強化

≫ 再⽣⽀援先数が多く、今後もアフターコロナにおいて業績悪化先の増
加が⾒込まれるもみじ銀⾏においては、「企業経営サポート部」を新
設し、 能動的に取引先の経営サポートを実施

≫ 2020年6月に導入した商流把握システムであるRDB-DynaMICを活⽤
し、預⾦残⾼の減少や帝国データバンク評点の下降を日次で確認
⇒足元の業況や経営実態について経営者と早期に対話し、取引先の事

業⽀援・中間管理を強化

信用コスト（3⾏合算）
≫ 2020年度上期は、新型コロナウイルスの影響を踏まえた与信費⽤を

前倒し計上
≫ 信⽤リスク管理態勢の強化を徹底することで、下期は20億円、通期

90億円と計画⽐改善を⾒込む

（単位︓億円）

90

上期実績
下期⾒通し

125
コロナ対応で
前倒し計上

（うちコロナ影響44億円）

⼭⼝銀⾏︓＋３名
（4名→7名）

もみじ銀⾏︓＋3名
（6名→9名）

北九州銀⾏︓＋1名
（4名→5名）

再⽣⽀援担当者増員数（2020/3末→2020/9末）
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サービサーの新設
◆設⽴経緯・背景

＊DPO︓Di scount Payoff
貸主が全額回収が困難になった債権について、債権の額面⾦額よりも低い価格で第三者に

売却し、その後、借主が当該債権を当該第三者から額面未満で買い取ること

◆サービサー設⽴による地域⾦融サポート体制構築

これまでの当社グループの有する地域企業の再⽣⽀援サポート体制に、
債権買取・DPO*による抜本的な事業再⽣機能を有するサービサーを加
えることで、更なる顧客本位の体制を構築

≫ 新型コロナウイルスの感染拡大により以下が懸念される
• 過剰債務を抱えることにより、⾃⼒再⽣が困難となる

企業の増加
• コロナ不況に伴うGDPの低下により、業績悪化企業の

増加

 地域エコシステムにおける「再⽣・債権回収機能」を担
うサービサーを新設

 サービサーによる負債コントロールを起点とした、抜本
的な地域企業の再⽣⽀援を実施

 ⻄瀬⼾パートナーシップ協定で提携している愛媛銀⾏と
共同で設⽴し、当社グループおよび愛媛銀⾏の営業基盤
である⻄瀬⼾エリアを中心とした地域価値向上を図る

会社名 未定

事業内容
１．受託した特定⾦銭債権の管理回収（再⽣⽀援）業務
２．譲受け（買取り）した特定⾦銭債権の管理回収（再⽣⽀
援）業務

株主 株式会社⼭⼝フィナンシャルグループ
株式会社愛媛銀⾏

資本⾦ 5億円

設⽴時期 2020年12月（予定）

2021年6月営業開始予定



20 26 22 

32 19 

2018年度 2019年度 2020年度

1,500 

1,853 
2,012 

6,315 
8,901 8,374 

159 163 208 

182 225 

2018年度 2019年度 2020年度

28法⼈事業戦略＿ワイエムコンサルティング（YMCC）
コンサルティング実績および⾒通し

経営コンサル＋システムコンサル M&A案件
≫ 成約件数、単価ともに前年並の水準
≫ 今期末は前年度超の成約⾒込み

≫ 成約件数は前年度を上回る水準
≫ 成約単価は年々上昇傾向

下期
成約件数

341 388 
52

45 

（単位︓千円、件）

※上期実績※上期実績 成約
単価

成約
単価

上期
成約件数

下期
成約件数

上期
成約件数

（単位︓千円、件）

通期500件以上を
⾒込む

通期50件以上を
⾒込む

◆営業店とYMCCの役割明確化（2020/10〜）
体制強化

◆⼈員体制強化
≫ ⼈員を増強することで、YMCCの案件履⾏スピード

を⾼め、収益化に結び付ける

80
122

2020/7/31時点 2020/11/9時点

ワイエムコンサルティング⼈員

（実績） （実績）

※役員、外部への出向者除く

ワイエムプレミアムビジネスクラブ

432 

751 
1,028 

1.4% 1.9% 1.6%
0
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累計会員数および解約率≫ YMCCが月会費２万円／社の
会員事業を展開し、経営課題
解決や事業発展の契機となる
情報・サービスを提供

≫ ニューノーマルに対応すべく、
７月からセミナーの動画配信
を開始したほか、助成⾦・補
助⾦診断ナビ、オンライン研
修等のサービス拡充を図り、
会員数が急増

実績
⾒通し

会員数

解約率

解約率は低位横ばい

≫ コンサルティング案件のフロント業務を営業店が
担うことで、案件への積極的な関与とコンサル
ティングスキルの向上を図る

≫ YMCCが案件履⾏に注⼒できる体制とすることに
より、取次案件の成約率向上ならびに案件リード
タイムの短縮を目指す

• お客さまの本質的な課
題を把握・深掘り

• ニーズ発掘、ディス
カッション資料作成、
折衝を⾏う

営業店

• 営業店が発掘したニー
ズを基に、コンサル
ティング履⾏を⾏うこ
とに注⼒

YMCC

（単位︓先）
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社内IFA体制

マネーカルテコンサルティングアプリ 顧客情報の⼀覧化顧客のキャッシュ
フロー把握

◆新たなツールの導入とパーソナルデータの蓄積
≫ 収⽀のみならず資産・負債やライフイベントなど、パーソナル情報

を基にしたライフプランシミュレーション（LPS）ツールをノース
アイランド社と共同開発し、新たに導入

≫ グループ会社全体での情報共同利⽤により、お客様に関する情報や
LPSを共有・蓄積することで、シームレスな資産／負債コンサル、
⾦融商品提案のほかマーケティングの⾼度化に活⽤

◆マーケティングの⾼度化
≫ ライフプランニングで蓄積したデータやクレジットカードから取得

した決済データを含むクラウドデータプラットフォームを活⽤して、
「データドリブンマーケティング」を実践

≫ クレジットカードやライフプランニング、その他ビジネスにおける
商品・サービス開発、営業戦略⽴案の場面で活かす

◆社内IFA体制の確⽴
≫ ライフプランニングを起点とした「パーソナライズ化」された機能を

対面／⾮対面双⽅のチャネルで提供する体制を早急に完成させる
≫ その基盤を使って、顧客代理・顧客最適化を徹底して実践する
≫ 将来的にはライフプランニングを起点としたビジネスモデルを考え

を同じくする他社と協業して展開を図る予定

証券

保険

銀⾏

富裕層／
ファミリービジネス層

事業性コンサル

代理
／

仲介
ワンストップ

提供
社内IFA

ライフプランニングで取得した情報と銀⾏
の⼀部情報を基に、顧客ニーズを先取りし
管理することが可能

ローンや投信、詳細な家族属性やライフ
イベント等の情報を取得・蓄積

営業活動への活用
• データを基にして、お客さまおよびそのご家族のライフイベントごとに継続的
に対話

• ライフプランニングに基づくアドバイスや商品・サービス提供をシームレスに
⾏うと同時に、情報の更なる蓄積も⾏っていく

• 信頼関係を醸成しつつ、顧客代理・顧客最適化を⻑期的に伴⾛しながら実践

◆キャッシュレス化と決済データの蓄積
≫ 地域のキャッシュレス化を目的

として、クレジットカード・
デビットカードの獲得に注⼒

≫ クレジットカードの顧客接点を
ライフプランニングに繋げる

≫ 稼働会員と単価の引き上げを
図る商品設計・施策を展開し、
決済データを蓄積 2018 下 2019上 2019下 2020上

ワイエム
カード

デビット
カード

＋24%
＋115%

＋154%

JCBカード獲得数

©2020 Know’s i-land ©2020 Know’s i-land

〔イメージ〕 〔イメージ〕



1,066 1,064 

938 1.9 1.9

1.6

1.5

1.7

1.9

2.1

600

700

800
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1,000

1,100

1,200

2019/9期2020/3期2020/9期

売上

来店客数

（軒） 81 
93 

108 

2020/3末 2020/9末 2021/3末

無担保ローン・カードローン残⾼（アイフル提携）

67

2019/9末 2020/3末 2020/9末 2021/3末

リテール事業戦略 30

保険ひろば ローンビジネス（アイフル提携ローン）

⺠事信託

≫ トップライン拡大
に資する店舗数は
年々増加

≫ ＷＥＢでの申込に加え、
コールセンターの体制を整
備するなど、複数チャネル
を活⽤

≫ エリア内のお客様の資⾦ニー
ズに対応し、残⾼は2期連続
10％超の増加を⾒込む

◆事業内容の強化／多角化
１．M&Aの実施
≫ 当社グループエリア地場企業の保険代理店事業をM&Aにより取得
≫ 今後も、エリアおよびトップラインの拡大、収益源の多角化等を目

指し、M&Aの実施を検討していく

（単位︓億円）

２．オンライン面談システムの導入
≫ オンラインで面談予約から契約まで⼀気通

貫できる体制を構築

◆店舗数

63

56
54

682020/11末 実績

（単位︓店）

コロナによる
⼀時的な落込み

124 134 127 
90 

2019/3末 2019/9末 2020/3末 2020/9末

相談件数（3⾏合算）

36 
54 60 55 

2019/3末 2019/9末 2020/3末 2020/9末

組成件数（3⾏合算）
コロナによる

⼀時的な落込み

≫ 各地域に終活⽀援を専⾨とする資産承継コンサルタントを設置
≫ コロナによる相談件数の減少はあったが、成約件数は堅調推移

≫ 2020年9月から事業承継信託の取扱いを開始
≫ 中小企業が抱える事業承継課題解決に貢献すべく展開していく

（実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績）

実績
⾒込み

堅調推移

増加率
15%

増加率
16%

（⾒込み）

63% 62%

67%

2019/9期 2020/3期 2020/9期

◆売上／来店客数 ◆成約率

≫ ライフプランニン
グ能⼒の向上等に
より成約率が向上

≫ コロナの影響によ
り来店客数、売上
は⼀時的に落ち込み

（単位︓百万円／万軒）

（単位︓件）（単位︓件）



3,177 

30,299 

62,513 

110,000

2019/9 2020/3 2020/9 2021/3

31チャネル
店舗余剰空間の活用の促進

◆相談拠点への転換
≫ 銀⾏店舗の統廃合を進める中、移管した店舗の⼀部は、カフェ等の

異業種を併設した相談に特化した拠点にリニューアル予定
≫ 相談拠点第1号店として、もみじ銀⾏平和通出張所を2021年春オー

プン予定。平和通出張所内には地域事業者2社（TAKADA COFFEE
（本社︓⼭⼝県下関市）、㈱茶の環（本社︓広島県廿日市市））に
よるカフェを併設

（単位︓件）

◆スマートフォンアプリの主な追加機能
2019年度（上期）残⾼照会、振込振替、⼝座開設、住所変更
2019年度（下期）ローン申込、クレジットカード申込（⼝座開設時）、

通帳レス切替
2020年度（上期）セゾンカード申込、通帳ビュー表⽰、デザイン切替
2020年度（下期）振込先登録、明細照会（10年間）、振込限度額変更、

店舗ATMマップ検索【予定】
2021年度（上期）定期・積⽴照会、ローン残⾼照会、紛失/再発⾏（キャ

ッシュカード・通帳）【予定】

スマートフォンアプリ機能の拡充

◆店舗駐⾞場を活用したカーシェアリング実証実験
≫ 株式会社トヨタレンタリース⼭⼝と協業を⾏い、銀⾏店舗の余剰駐

⾞スペースを有効活⽤することで、地域の住⺠・企業・観光客等が
いつでも利⽤可能なカーシェアリングサービスの提供に向けた実証
実験を2021年2月から開始予定

アプリ ダウンロード数
（3⾏合算）

実績 計画

◆地元業者とのコラボ
≫ ⼭⼝銀⾏徳⼭⻄⽀店を地元で英会話教室等

を営むURジャーニー株式会社とコラボし、
英会話教室と銀⾏店舗が⼀体となった空間
に改装（2020年7月オープン）

≫ 地域の教育や⼦育てに関する情報等を発信
（2020年10月末時点の⽣徒数30名）

≫ スマートフォンアプリの
機能（⾮対面取引）を
計画的に拡充し、
お客様の利便性向上を
図っていく
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地域共創モデルの確⽴

地域共創ユニット



270 563 

1,450 

7,600 

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

地域共創モデルの確⽴

≫ 地域共創モデルでは⾃治体や企業と連携し、地域課題解決を目的とする「エコシステム」を構築する
≫ エコシステム単体での収益化を図ると同時に、グループ内の各機能を有機的に連携させ、共創モデル全体でも収益化を図る⽅針
≫ 2021年3月期の地域共創モデルの売上⾼は、売上1,450百万円（計画⽐＋450百万円）を⾒込む

（単位︓百万円）

【地域共創モデル︓事業内容】
⾃治体向けコンサルティング（YM-ZOP）
PPP/PFI・まちづくり（YM-ZOP）
⼈材紹介（YMキャリア）
地域商社（地域商社やまぐち） 等

2021/3期⾒込み 計画⽐＋450百万円

地域共創モデル 売上高

【内訳】
YM-ZOP 850百万円（計画⽐＋350）
YMキャリア 200百万円
地域商社やまぐち 400百万円（計画⽐＋100）

実績

地域とともに、
持続的な成⻑を図る

33



2
26

60
68

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

184
314

478
573

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

24 

48 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

41 

85 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

グラフタイトル ①経営⼈材紹介
「伴⾛型採⽤⽀援サービス」としてミドル層から経営層の幹部⼈材をご紹介

②副業⼈材の紹介
「課題解決⼈材紹介サービス」として課題解決に向け副業・兼業⼈材をご紹介

③官公庁向けコンサルティング事業
官公庁向けに上記①、②のサービスメニューの提供・アドバイザリーを実施

④ビジネスマッチング
実務者層・外国⼈材の⼈材ニーズに、実績豊富な提携⼈材紹介会社をご紹介

◆実績（期間︓2020年4月1日〜2020年９月30日）

(実証期間前) (実証期間) (YMキャリア設⽴後)

◆事業内容

（単位︓件） （単位︓件）

2020年度上期
(成約ベース)

（単位︓百万円） （単位︓百万円）

(実証期間前) (実証期間) (YMキャリア設⽴後)

⼈員体制
2019年度 2020年度（9月30日時点）

8名 19名

売上⾼ 営業利益

求⼈案件 成約案件

2020年度計画

200 86

2020年度上期
(成約ベース)

2020年度計画

◆広島地区における事業強化
≫ 広島オフィスを開設

⼈材紹介会社へ出向経験のあるコンサルタントを中心
に5名配置。相談は完全オンライン対応も可能

≫ 広島県プロフェッショナル⼈材拠点機能強化
プロ拠点が⾏ってきた常勤社員求⼈ニーズの
相談を発展させ、副業兼業を含めた解決策を提案
できるようアドバイザリーを実施（広島県委託事業）

≫ 日本ワールドビジネス（本社︓広島市）と提携
11月に「地⽅創⽣に係る包括連携協定」を締結し、
外国籍⼈材を含む多様な⼈材活⽤推進や独⾃の
⼈材確保スキーム構築など、地⽅創⽣の実現へ向けた連携を強化

◆Career Bank研究会の実施
≫ 2019年度から⼭⼝県でスタートした取組で、中小企業経営に最も⾝近な存在で

ある⾦融機関を参画機関として、⼈材紹介⽀援に係るノウハウ共有や職員のス
キルアップを目的にYMキャリアが主導して研究会を実施

≫ 2020年度は、瀬⼾内エリア・南部九州エリア・北海道エリアを拡大し、4機関
を加えた計12の参画機関で⼈材紹介サービスの品質向上を目指す

2020年度上期

2020年度計画
150

2020年度上期

2020年度計画
1,200

※ビジネスマッチング含

⼈材紹介（株式会社 YMキャリア）

地域共創モデルの確⽴

4割超
が広島

エリア別求⼈案件数

34



4,596

20,000

2020/3期
（実績）

2021/3期
（計画）

54 160 
400 

1,400 

2,700 

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3
≫ 新型コロナウイルスの影響を受けてい

る事業者の⽀援を目的に、6月末に
『地元のいいものセレクトショップ
jimotto（じもっと)』として、ECサ
イトをリニューアルオープン。10月
末時点で、約70事業者・400超の品
目を掲載

≫ レノファ⼭⼝戦でのイベント企画等、
他社とマッチングし露出を拡大
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◆ＥＣサイトのリニューアル

≫ ⼭⼝県内全19市町と連携し、各市町のご当地
商品（やまぐるめぐり）を開発。2020年11月に全
19商品を販売し、現在第2弾の商品開発を実施中

（単位︓百万円）◆これまでの主な取り組み
≫ 地域産品のブランディングや⾃社単独での

販路拡大が困難な事業者の営業代⾏⽀援
≫ ⾃社ブランド「やまぐち三ツ星セレクショ

ン」を食品・酒類を中心に開発しており、
工芸品等にも商品開発を拡大中

≫ ⼭⼝県産品を中心に取扱いを⾏っていたが、YMFGの営業領域（広島・
北部九州）及び海外商材の取扱いにより事業拡大を志向

≫ 域内企業に対してこれまでにない付加価値を提供するとともに、既存の
付加価値を⾼め、域外・海外への販路拡大をサポートする

≫ ブロックチェーン技術等を活⽤し、消費者に対し商材のストーリー、目
に⾒えないサービスや付加価値、安心や信⽤を提供していく

◆取扱商材の拡大

地域商社（地域商社やまぐち 株式会社）

地域共創モデルの確⽴

◆事業計画（売上⾼）
2021/3期⾒込み

計画⽐＋100百万円

◆Jimotto（ＥＣサイト）売上実績・計画

630 750

1,570

2,760

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

2020/7 2020/8 2020/9 2020/10

（単位︓千円）

実績
計画

月次売上⾼ 年次売上⾼

4.3倍



2020〜2021年度

◆内閣府・国⼟交通省「地域プラットフォーム協定」活用による、
山口・広島・北九州地域PPP/PFI官⺠連携プラットフォーム運営
≫ ⼭⼝・広島・北九州の3エリアで地元⾃治体等（山口県全⾃治体、広島

県全⾃治体、北九州地域10⾃治体）との連携により、YMFGが主体とな
って官⺠連携プラットフォームを企画運営し、国とは協定を締結

≫ 案件形成に向けた官⺠対話を主要プログラムとし、2020年度は計2回で
11案件、2019年度は計3回で延べ17案件を取り上げ

≫ 以下例のような、官⺠対話が事業化につながる案件も着実に増加

地域共創モデルの確⽴
国との連携によるPPP/PFI案件形成の加速

2019年度

◆国からの業務受託を通じたYMFG取組の加速、横展開の推進

≫ プラットフォームで
官⺠対話を計3回実施

≫ 下関市がPFI導入可能
性調査の予算化実施、
YM-ZOPが受託

2022〜23年度2021年度

◆LABV（Local Asset Backed Vehicle︓官⺠協働開発事業）
≫ ⾃治体が公有地を現物出資、⺠間事業者が資⾦を出資して設⽴した事業

体による地域開発の⼿法
◆山陽小野田市版LABVプロジェクト

≫ LABV⼿法を活用した複数の公有地の再整備を目指す
≫ 公共施設と⼭⼝銀⾏小野⽥⽀店を含む⺠間施設の複合的な再整備事業を

リーディングプロジェクトとし、さらに複数の事業地において学⽣寮等
の整備を連鎖的に進め、居住・交流⼈⼝の増加やまちに活気を⽣み出す
ための官⺠連携によるまちづくりを進める

LABVによる官⺠連携新⽅式の事業化（山陽小野田市）

2020年度
◆今後のスケジュール（予定）

≫ ⼭陽小野⽥市⽅針決定
≫ 合同記者会⾒の実施
≫ 事業構想の策定

≫ 事業パートナー公募
≫ 共創事業体の設⽴
≫ 事業計画の策定

≫ 基本・実施設計
≫ 施設整備
≫ リーディング施設稼働

下関市︓「安岡地区複合施設整備事業」

≫ 事業者公募に向け、
YM-ZOPがアドバ
イザリー業務へ移⾏

≫ 国⼟交通省（2020年度初受託）
① 中国、四国、九州・沖縄エリアにおける官⺠連携事業の

推進のための地域プラットフォーム形成⽀援等業務
② 官⺠連携モデル形成⽀援業務

※⽀援対象︓周南市
≫ 内閣府

中日本地域の協定プラットフォーム
等を活⽤したPPP/PFI案件形成調査
検討⽀援業務 ※⽀援対象（以下10⾃治体）
広島市、光市、周南市、掛川市、米⼦市、
宮津市、福知⼭市、熊本市、宮崎県、小林市

15.4

60.7
76.3

2018年度 2019年度 2020年度

◆PPP/PFI関連業務
実績額推移

（単位︓百万円）
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令和4年度（3期目）令和3年度（2期目）

2
18

46

1期目 2期目 3期目 4期目
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◆設⽴趣旨
≫ YMFG主要エリアにおける、持続可能な農業経営モデル、

農業経営体の創出を目的に、2020年4月1日設⽴
≫ 2020年10月に「畑わさび」の栽培をスタートし、

5年目には2haまで拡大させる計画

• 営農による産地維持・復活
• マーケットイン型農業（販路確定、契約栽培）営農機能
• 農作業受託（草刈り、防除、鳥獣害対策）
• 産地取りまとめによる新たな商流の構築代理機能
• 販路開拓⽀援
• 農業参入⽀援／システム導入⽀援コンサルティングコンサルティング機能

≫ 畜産業を除く農業法⼈
では、山口県下No.1
クラスの売上規模を
目指す

◆事業モデル
≫ 事業開始当初は、営農者として栽培実績を積み、営農ノウハウ蓄積と地域に

おける信頼獲得を目指す
≫ かつて⼭⼝県が全国有数の産地であり、盛んに栽培されていた「わさび」を

当初の⽣産品目として選定し、⼭⼝県岩国市錦町に約60aの農地を確保
≫ 当該農地には初年度11棟のハウス（内4棟建設済・苗の定植完了）でわさび

を栽培し、2021年5月には加⼯原料として約7ｔの出荷を⾒込む
≫ 中⻑期においては、地域農業課題に対して、以下様々な機能を提供し、

地域農業の付加価値向上を⾏っていく

◆事業計画（売上⾼）
（単位︓百万円）

◆設⽴趣旨
≫ 地域への誘客の核となる観光拠点づくりを⾏うことで、

新たな地域産業・雇⽤を創出し地域価値向上を図ること
を目的に設⽴

• 地域の空き家古⺠家等の遊休不動産を活⽤した宿泊施
設運営（1棟貸しバケーションレンタル）

観光まちづくり事業
（古⺠家再⽣宿

プロジェクト）

• 観光まちづくり事業で得たノウハウを、観光まちづく
りに積極的に取り組む⾃治体・観光協会・⺠間事業者
に提供する

観光まちづくり
サポート事業

（コンサルティング）

観光振興（株式会社 ワイエムツーリズム）

◆事業モデル
≫ ⼈⼝減少、少⼦⾼齢化が進⾏する歴史地区(城下町、宿場町、集落等)を

地域の遊休不動産と歴史⽂化を活かして再⽣する
≫ 当初の取組として、中⼭間地域(岩国市錦町)の空き家古⺠家を活⽤した

宿泊事業(古⺠家再⽣宿プロジェクト)と遊休不動産の観光拠点化（広瀬
⽀店再開発プロジェクト)を推進する

◆主な実施項目

• 茅葺レストラン、物産館、ビジターセンター運営
• 国の特別天然記念物オオサンショウウオ保護施設整備

観光まちづくり事業
（広瀬⽀店再開発

プロジェクト）

農業法⼈（株式会社 バンカーズファーム）

地域共創モデルの確⽴

令和2年度（1期目）

≫ 調査・企画・設計業務
≫ ステークホルダーとの

各種調整交渉活動

≫ 古⺠家・広瀬⽀店
物件取得、⼯事開始

≫ 推進協議会等の設⽴

≫ 物件竣⼯予定
≫ 事業物件オープン予定
≫ 本格プロモーション開始

◆事業計画（主要施策マイルストーン）



◆⽣活サポートに資するスマホアプリケーションの構築
≫ 社会課題・地域課題の１つである「⾼齢化社会の到来」に対する当社

の取り組みとして、本年１月にソフトバンク株式会社と「シニア⽀援
エコシステム構築に係る業務提携契約」を締結

≫ 以降、YMFGエリア内のシニア世代の⽅々が、『快適に、いきいきと
した⽣活を送ることのできる社会の実現』を目的として、両社でシニ
ア⽀援サービス︓⽣活サポートアプリケーションの構築を協議

≫ 現在構築中のアプリケーションの基本構想は、以下3点のサービスを
軸としたスマホアプリケーションの構築を検討中

≫ 新型コロナウイルス感染拡大の影響もあり、ライフスタイル変革が急
速に進むことで、今後「ITリテラシーの⺠主化」が急速に進んでいく
ことを予測し、シニア世代の新たな⽣活サポートツール開発に挑戦

38

◆持続可能な地域社会実現に向けた地域内循環構造の構築
≫ 将来に亘って地⽅で暮らす⽅が安心・快適な⽣活を営める社会の構築を

目的として、地元企業とその従業員、そして地元商店を結び、地域内で
の経済循環を促すサービスの開発を検討中

◆事業化に向けた社内実証実験の取組み
≫ 事業化に先⽴ちYMFG社員を対象とした実証実験を実施している
≫ データ蓄積を進め今後のサービス開発に活かしていく

シニア応援プロジェクト 地域内消費活性化プロジェクト（やまぐちdelicoプラス）

地域共創モデルの確⽴
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◆域内企業様を対象とした新規事業開発コンサルティングサービス開始
≫ これまでにないスピードで変化し続ける環境下、「既存事業」にとどま

らず「新規事業」を創造していく「両利きの経営」の実践の重要性と、
域内企業様の実践意欲が非常に⾼まっている

◆⼈材不⾜の地域企業を⽀援する『地域共創×⽣涯活躍』モデルの構築
≫ YMFG社員の地域企業への出向・副業等を通じて、⼈材不足に悩む地域

企業を⽀援するとともに、YMFGと地域企業との間で新たな関係の構築
を目指す

◆モデル構築に向けた取組み
≫ 経済産業省中小企業庁の実証事業

令和元年度「大企業⼈材等の地方
での活躍推進事業」をYMFG
ZONEプラニングで受託

≫ 上記に基づき、地域課題の解決に
資する独⾃育成プログラムの開発
実証と地域課題に基づく社内外活
躍を推進（社内外副業、出向等）

新規事業開発コンサルティング

『地域共創×生涯活躍』モデルの構築

地域共創モデルの確⽴

企業内起業
創出⽀援

オープン
イノベーション

⽀援

≫ また、この「両利きの経営」の
実践による域内企業様の成⻑は、
YMFGエリア全体の経済発展と雇
⽤の創出に繋がると判断したこと
から、「探索領域」である新規事
業創出をYMFGエリアで加速させ
るため、右記のサービスを開始

事業開発⼒向上
研修やセミナー、
伴⾛⽀援などの
各種サービスを
提供

スタートアップ
企業の持つテク
ノロジーを提供
し、新規事業を
創出していくプ
ログラムを提供

地域企業の
⼈材課題解決

⽣涯を通じた、
“⾼付加価値労働” の実現へ

YMFGYMFG 地域企業さま地域企業さま

社外活躍推進
YMFG社員の
キャリア開発

◆ワーケーション推進体制の強化
≫ 地⽅創⽣にかかる包括連携協定を締結しているアウトドアメーカーの株

式会社スノーピークとの連携を中心に、旅客輸送業等のワーケーション
関連事業者との体制構築を検討

≫ コワーキングスペースをベースとし、⼭⼝県内の魅⼒あるワーケーショ
ン情報を集約し、発信・コーディネート・送客等のコンシェルジュ機能
を持たせた拠点整備を検討

◆イノベーションを喚起するHubの創出
≫ 首都圏等と⼭⼝県の交通の結節点となる場所において、関係⼈⼝創出や

移住定住の促進、ワークスタイル変革、DX推進等、多様な側面のHub
として機能させることで、イノベーション創出を目指す

山口県におけるワーケーションの推進



愛媛銀⾏との業務提携（⻄瀬⼾パートナーシップ協定）

⻄瀬⼾パートナーシップ協定締結
2020年1月22日

5月

新型コロナウイルス対策⽀援
ファンドへの共同出資（30億円）

「保険ひろば」の
愛媛銀⾏松山ローンセンター併設
（四国初出店）

記念ファンド導入（第1弾）
（愛称︓クリーンテックファンド）

シップファイナンス業務⾼度化に向けた共同検討着⼿

サービサーの共同設⽴発表

融資・ビジネスマッチングにおける取引先相互紹介開始⇒約100先を相互紹介

ワイエムコンサルティングへの愛媛銀⾏取引先の取次業務開始

当社海外⽀援サービスへの愛媛銀⾏取引先の取次業務開始
⇒愛媛銀⾏の取引先約10社と面談

⼈材ビジネスに関する覚書を締結⇒「経営⼈材」を中心にニーズ集約

シップファイナンススキーム
の共同組成発表
⇒実⾏済︓約30億円

検討中︓約30億円 6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

≫ 2020年1月の業務提携以降、各分野で様々な連携を実現

リテール分野

リテール分野

法⼈分野

シップファイナンス分野

法⼈分野

法⼈分野

法⼈分野

シップファイナンス分野

地域振興分野

法⼈分野

主な共同施策

シップファイナンス分野

記念ファンド導入（第2弾）
（愛称︓インフラX）

リテール分野

さらなる連携推進

 検討中のその他施策
• 保険ひろばの2店舗目

の出店
• 海外支援にかかるセミ

ナー・商談会の共同開
催 等

40

※販売実績（2020年7~9月）
両社グループ合算︓54億円

-うち当社グループ︓28億円
-うち愛媛銀⾏ ︓26億円

愛媛県での第1回PPP/PFIセミナー開催
（愛媛県PPP／PFI地域プラットフォー
ム⽴ち上げに向けた取り組みの⼀環）
⇒県内20⾃治体等／約100名が参加

地域振興分野

愛媛県において、2021年度の広域的な地域プ
ラットフォーム形成を目指す



配当/政策投資株式
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配当/政策投資株式

≫ 政策投資株式については、従来通り保有目的の適切性、
保有に伴う便益やリスクが当社の資本コストに⾒合うか
否かといった観点から保有の適否を判断する

≫ 保有の合理性が認められる場合を除いて、
１．新規に取得しない
２．既保有分については縮減する

政策投資株式取得原価推移

42

(単位︓億円)

政策投資株式

50％【2020年度】
⾃⼰株式取得50億円、
配当⾦65億円により
総還元性向50％(予定)

≫ FG設⽴以降、継続的に増配を実施
2021年3月期第2四半期末は1円増配
年間を通しては2円増配を予定

≫ 2020年度の資本政策として、9月に劣後債を200億円
発⾏したほか、⾃⼰株式を50億円取得

≫ 今後も「資本効率の向上」「⾃⼰資本の充実」「株主
還元の強化」をバランスよく実現していく⽅針

年間配当/株・総還元性向*の推移 (単位:円、％)

配当

総還元性向

年間配当/株

*ＣＢ発⾏・償還にかかる⾃⼰株式取得を除く
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≫ グループ3銀⾏で国内279拠点、海外4拠点（2020年9月末現在）
≫ ワイエム証券12拠点、保険ひろば63拠点 （2020年9月末現在）

国内店舗ネットワーク

⼭⼝ ８ 拠点

広島 ３ 拠点

福岡 １ 拠点 合計１２ 拠点

⼭⼝ １６ 佐賀 １ 兵庫 ２
広島 １５ ⻑崎 １ 大阪 ４
福岡 １１ 大分 ２ 奈良 １
島根 ３ 熊本 ４ 滋賀 ２
愛媛 １

合計６３

国内 １３１ 拠点
（本・⽀店１０９、出張所２２）
海外 ４ 拠点
（⽀店３、駐在員事務所１）

国内 １１１ 拠点
（本・⽀店９８、出張所１３）

国内 ３７ 拠点
（本・⽀店３７）

⼭⼝銀⾏豊洲⽀店
代理店⽅式を導入
グループ３⾏の預貸取引が可能
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アジアネットワーク

≫ 1973年 韓国釜⼭へ邦銀初の出店（以降、中国大連・⻘島へも出店）
≫ 中国国内で⼈⺠元の取扱いが可能な数少ない地⽅銀⾏（スタンドバイ・クレジット対応における他⾏優位性）
≫ アジアの外銀との提携戦略により、取引先のアジア進出のサポートを実践

2019/9  ︓アリババとの有償ビジネスマッチング
サービスの取扱開始

2019/10︓「海外展開アドバイザリー業務」の
取扱開始

2020/4 :umamillとの有償ビジネスマッチング
サービスの取扱開始

2020/10 :明倫国際法律事務所ホーチミン
オフィスへの出向開始（1名）

◆⼈⺠元の取扱い
中国国内で⼈⺠元の取扱が可能な数少ない
地⽅銀⾏

◆スタンドバイ・クレジット
国内銀⾏の19⾏よりスタンドバイ・クレ
ジット差入れで融資実⾏

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

海外拠点

釜山⽀店

⻘島⽀店

大連⽀店

香港駐在員事務所

Ａ

Ｂ
Ｃ

Ｄ

Ｅ

ＡＢ

Ｃ

Ｄ

海外拠点や提携⾦融
機関等へ社員27名を

派遣し取引先⽀援

◎ トピック

◎ 特色ある取組み

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

提携銀⾏他

メトロポリタン銀⾏
HDバンク
明倫国際法律事務所ホーチミン
オフィス
TMB銀⾏
日本政策⾦融公庫

バンクネガラインドネシア

E インドステイト銀⾏

11名
派遣

6名
派遣

5名
派遣

1名
派遣

2名
派遣 2名

派遣
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地区別経済概況
北九州市

〜景気は厳しい状況が続いているものの、
経済活動再開により持ち直しの動き〜

⼭⼝県
〜景気は弱い状況が続いているものの、

持ち直しの動き〜

広島県
〜景気は厳しい状況が続いているものの、

持ち直しの動き〜

⽣ 産
新型コロナウイルス感染拡大の影響等から、弱い動き
が続いているものの、全体では持ち直しの動きがみら
れる

海外での⾃動⾞の需要回復により輸送機械が上昇を続け
ているほか、化学の⽣産が上昇するなど、全体として持
ち直しの動きとなっている

輸送機械では、⾃動⾞の需要回復により持ち直しの動きがみ
られたほか、集積回路などの半導体が好調な電気機械は緩や
かな増加を続けるなど、全体として持ち直している

設備投資
2020年度の設備投資計画額（日銀北九州⽀店調べ）
は、製造業、非製造業いずれも減少を⾒込み、全体で
も前年度⽐7.1%減少と4年ぶりに前年度を下回る計
画となっている

2020年度の設備投資計画額（日銀下関⽀店調べ）は、
非製造業の投資計画額が減少した一方で、製造業では大
幅に増加し、全体では前年度⽐19.0%増加と前年度を
上回る⾒通しとなっている

2020年度の設備投資計画額（日銀広島⽀店調べ）は、製造
業、特に中小企業での減少幅が大きく、全体でも前年度⽐
1.4%減少と前年度を下回る計画となっている

輸 出 弱い動きが続いているものの、持ち直しつつある 7-9月期の輸出額は前年⽐16.0%減少と9四半期連続で
前年を下回ったものの、マイナス幅は縮小傾向にある

2020年累計（1-9月）の輸出額は、新型コロナウイルス感
染症の影響等により17.7%減少となったものの、⾜もと９
月では、⾃動⾞や船舶等が前年を上回り、持ち直しの動き

個⼈消費 新型コロナウイルス感染拡大の影響から、全体として
は弱い動きが続いているものの、持ち直しつつある

百貨店の主⼒である⾐料品販売等が不振となった一方で
ホームセンター販売額等で新型コロナウイルス関連特需
がみられ、持ち直しの動きがみられる

前年における消費税増税前の駆け込み需要の反動もあり、百
貨店販売、乗用⾞新⾞販売等が不振となる一方で、スーパー
・ドラッグストア等の売上⾼は増加しており、持ち直しの動
きがみられる

公共工事 7-9月期の公共工事請負⾦額は、前年⽐29.1%増加
し、堅調に推移している

2020年度累計（4-9月）の公共工事請負⾦額は前年⽐
2.3%増加となり、独⽴⾏政法⼈等の発注が大幅に増加
した

2020年度累計（4-9月）の公共工事請負⾦額は、災害の復
旧・復興需要がみられ、前年⽐12.5%増加となった

住宅建築 7-9月期の新設住宅着工⼾数は、前年⽐7.0％増加と1
年ぶりに前年を上回り、貸家が前年⽐プラス

7-9月期の新設住宅着工⼾数は、前年⽐18.1％減少と7
四半期連続で前年を下回り、持家、貸家の着工が不振と
なっている

7-9月期の新設住宅着工⼾数は前年⽐10.2%減少し、持家の
前年割れが続いたほか、分譲マンションが大幅な前年割れと
なった

雇用情勢
7-9月期の有効求⼈倍率が0.93倍と2014年4-6月期
以来の水準に低下しており、新型コロナウイルス感染
拡大の影響で労働需給緩和の動きが広がっている

7-9月期の有効求⼈倍率が1.20倍と2015年4-6月期以
来の水準に低下しており、新型コロナウイルス感染拡大
もあって求⼈数が大幅に減少している

7-9月期の有効求⼈倍率は1.25倍と6年ぶりに1.3倍を下回
り、新型コロナウイルス感染拡大の影響によって労働需給が
緩和している

企業倒産 企業倒産は、沈静化した状況となっている
2020年度累計（4-9月）の企業倒産は、件数が前年を
若⼲下回ったものの、大型倒産の発⽣によって負債総額
が大幅に前年を上回る水準となった

2020年度累計（4-9月）の企業倒産は、件数が前年を若⼲
上回り、20億円を超える大型倒産の発⽣によって負債総額が
大幅に前年を上回る水準となった
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地域経済概況(鉱工業⽣産・設備投資・住宅建築・雇用情勢)

◆鉱工業生産指数：新型コロナウイルス感染拡大の影響で生産は弱含んでいるが、持ち直しの動きがみられる
◆設備投資計画額（2020年度）：山口県（前年度比＋19.0％）が前年度を上回る計画となっている一方で、広島県（同▲1.4％）、北九州市（同

▲7.1％）は前年度を下回る計画
◆住宅着工⼾数：持家や貸家の着工が不振となるなど、全体でも弱めの動き
◆雇用情勢：求人数の大幅な減少から有効求人倍率が低下傾向で、労働需給が緩和

鉱工業生産指数の推移 設備投資額の推移 新設住宅着工戸数の推移 有効求人倍率の推移
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2020年度中間決算の概要(山口銀⾏)

決算概要

資⾦利益

単位︓億円

2020/9期 前年同期⽐
249 8

預貸⾦収⽀ 178 ▲ 12
貸出⾦利息 187 ▲ 27
預⾦利息 9 ▲ 14

90 29
投資信託解約損益 53 33

▲ 19 ▲ 8その他

⼭⼝銀⾏
資⾦利益

有価証券利息配当⾦

≫ 資⾦利益、役務取引等利益とも増加したものの、国債
等債券損益や株式等関係損益が減少したことを主因に
減収減益となった

≫ 投資信託解約損益の増加や経費の減少等を主因にコア
業務純益は前期⽐＋58億円

単位︓億円

前年同期⽐
1 497 386 ▲ 110

業務粗利益 2 259 280 +20
3 241 249 +8
4 24 27 +3

▲ 5 1 +7
(37) (7) (▲29)

6 139 130 ▲ 8
7 120 149 +28

83 141 +58
(63) (88) (＋24)

9 12 13 +1
10 59 ▲ 23 ▲ 83
11 63 15 ▲ 47
12 17 11 ▲ 5
13 - - -
14 0 0 ▲ 0
15 167 112 ▲ 55
16 ▲ 1 ▲ 1 +0
17 166 110 ▲ 55
18 123 84 ▲ 38
19 29 25 ▲ 4

※記載⾦額は、単位未満を切捨て表⽰  

⼀般貸倒引当⾦繰入額（△）

与信関係費⽤（9+12-13-14）（△）

（除く投資信託解約損益）

業務純益（⼀般貸倒引当⾦繰入前）

経常収益

コア業務純益

経費（除く臨時処理分）（△）

税引前中間純利益
中間純利益

資⾦利益
役務取引等利益
その他業務利益
（うち国債等債券損益）

5

8

臨時損益

経常利益
特別損益

うち株式等関係損益
うち不良債権処理額（△）
うち貸倒引当⾦戻入益
うち償却債権取⽴益

2020年度
中間期

2019年度
中間期
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2020年度中間決算の概要(もみじ銀⾏)

決算概要

資⾦利益

≫ 資⾦利益や株式等関係損益が増加したものの、国債等
債券損益の減少や与信関係費用が増加したことを主因
に減収減益となった

≫ 投資信託解約損益の増加や経費の減少等を主因にコア
業務純益は前期⽐＋13億円

単位︓億円

2020/9期 前年同期⽐
132 5

預貸⾦収⽀ 110 ▲ 0
貸出⾦利息 112 ▲ 2
預⾦利息 2 ▲ 1

23 4
投資信託解約損益 15 10

▲ 1 2その他

もみじ銀⾏
資⾦利益

有価証券利息配当⾦

単位︓億円

前年同期⽐
1 210 201 ▲ 9

業務粗利益 2 165 142 ▲ 22
3 127 132 +5
4 9 10 +1

29 ▲ 0 ▲ 29
(32) (0) (▲31)

6 98 93 ▲ 4
7 67 49 ▲ 18

35 48 +13
(30) (33) (＋3)

9 6 12 +5
10 ▲ 24 ▲ 0 +23
11 ▲ 4 19 +23
12 19 21 +1
13 - - -
14 0 - ▲ 0
15 36 35 ▲ 0
16 ▲0 ▲ 0 ▲ 0
17 36 35 ▲ 0
18 30 29 ▲ 0
19 26 33 +6

※記載⾦額は、単位未満を切捨て表⽰  

2019年度
中間期

2020年度
中間期

経常収益

資⾦利益
役務取引等利益

うち株式等関係損益

その他業務利益
5

（うち国債等債券損益）
経費（除く臨時処理分）（△）

⼀般貸倒引当⾦繰入額（△）

業務純益（⼀般貸倒引当⾦繰入前）
コア業務純益

8
（除く投資信託解約損益）

臨時損益

中間純利益
与信関係費⽤（9+12-13-14）（△）

うち不良債権処理額（△）
うち貸倒引当⾦戻入益
うち償却債権取⽴益

経常利益
特別損益
税引前中間純利益
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2020年度中間決算の概要(北九州銀⾏)

決算概要

資⾦利益

≫ 資⾦利益は微減、与信費用が増加したものの、株式等
関係損益の増加を主因に増収増益となった

≫ 経費の減少等を主因にコア業務純益は前期⽐＋２億円

単位︓億円

2020/9期 前年同期⽐
55 ▲ 0

預貸⾦収⽀ 52 ▲ 1
貸出⾦利息 54 ▲ 2
預⾦利息 1 ▲ 0

2 ▲ 0
投資信託解約損益 - -

▲ 0 1

北九州銀⾏
資⾦利益

有価証券利息配当⾦

その他

単位︓億円

前年同期⽐
1 70 77 +6

業務粗利益 2 57 59 +1
3 55 55 ▲ 0
4 1 1 +0

0 2 +1
(-) (-) (-)

6 37 36 ▲ 1
7 20 22 +2

20 22 +2
(20) (22) (＋2)

9 1 2 +0
10 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 0
11 - 7 +7
12 2 9 +6
13 - - -
14 - - -
15 17 19 +2
16 ▲0 ▲ 0 ▲ 0
17 17 19 +2
18 13 15 +1
19 3 11 +7

※記載⾦額は、単位未満を切捨て表⽰  

2019年度
中間期

2020年度
中間期

経常収益

資⾦利益
役務取引等利益

うち株式等関係損益

その他業務利益
5

（うち国債等債券損益）
経費（除く臨時処理分）（△）

⼀般貸倒引当⾦繰入額（△）

業務純益（⼀般貸倒引当⾦繰入前）
コア業務純益

8
（除く投資信託解約損益）

臨時損益

中間純利益
与信関係費⽤（9+12-13-14）（△）

うち不良債権処理額（△）
うち貸倒引当⾦戻入益
うち償却債権取⽴益

経常利益
特別損益
税引前中間純利益
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債務者ランク遷移

山口銀⾏

もみじ銀⾏

北九州銀⾏

その他 要管理先
32,111 31,112 474 0 0 0 - 522

その他 3,256 328 2,788 7 47 4 1 78
要管理先 69 0 15 42 4 - 0 5

239 0 4 0 144 68 16 5
57 - - - - 54 0 2
68 - - - - - 63 4

その他 要管理先
14,402 13,687 473 0 7 1 0 231

その他 3,315 396 2,711 17 61 7 4 117
要管理先 38 - 15 18 0 0 - 2

176 0 4 0 148 14 5 3
69 - - - - 56 7 4
43 - - - - - 39 4

その他 要管理先
7,645 7,202 306 2 - 0 - 133

その他 2,232 268 1,861 1 23 2 1 73
要管理先 46 0 14 17 7 2 0 4

52 - 5 - 40 1 - 4
26 - - - - 25 0 0
31 - - - - - 29 2

2019年9月末

正常先

要注意先

破綻懸念先
実質破綻先

破綻先

2020年 9月末
その他

正常先
要注意先 破綻

懸念先
実質

破綻先
破綻先

2019年9月末

正常先

要注意先

破綻懸念先
実質破綻先

破綻先

2020年 9月末
その他

正常先
要注意先 破綻

懸念先
実質

破綻先
破綻先

2019年9月末

正常先

要注意先

破綻懸念先
実質破綻先

破綻先

2020年 9月末
その他

正常先
要注意先 破綻

懸念先
実質

破綻先
破綻先

ランクダウン 621億円

ランクアップ 347億円

ランクダウン 596億円

ランクアップ 415億円

ランクダウン 345億円

ランクアップ 287億円
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リスク資本配賦

山口FG 北九州銀⾏もみじ銀⾏山口銀⾏

≫ FG連結Tier1を配賦原資とし、計画に沿って各⾏へ配賦

* Tier1 ︓普通株式等Tier1+その他Tier1
グループ全体を統⼀的に管理するために、
⼭⼝FGおよび各⾏とも国際統⼀基準に基づきTier1を算出

* バッファー︓想定以上の環境変化や計量できないリスクへの備え等

(単位:億円)

連結

Tier1
Tier1 Tier1 Tier1

3⾏合計

市場リスク

2,813

市場リスク

1,810
市場リスク

546

市場リスク

457

3⾏合計

信用リスク

1,602
信用リスク

893
信用リスク

438

信用リスク

271

バッファー
バッファー バッファー バッファー

未配賦資本
未配賦資本 未配賦資本

未配賦資本

オペリスク等 オペリスク等 オペリスク等 オペリスク等

配
賦
資
本

配
賦
資
本

配
賦
資
本

配
賦
可
能
資
本

配
賦
可
能
資
本

配
賦
可
能
資
本

配
賦
可
能
資
本

配
賦
資
本

↑
↑

↑

↑

↑

↑↑

↑
↑

↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑↑

3⾏合算 ⼭⼝銀⾏ もみじ銀⾏ 北九州銀⾏
リスク量(2020/9末) 972 548 247 177

信⽤リスク 資本配賦額 1,602 893 438 271
使⽤率   61.4% 56.4% 65.3%
リスク量(2020/9末) 1,252 751 213 288

市場リスク 資本配賦額 2,813 1,810 546 457
使⽤率   41.5% 39.0% 63.0%
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FG連結 （億円）

2016/9 2017/3 2017/9 2018/3 2018/9 2019/3 2019/9 2020/3 2020/9

（半期） （通期） （半期） （通期） （半期） （通期） （半期） （通期） （半期） 前期比
498 1,040 546 1,090 528 996 455 986 511 56
99 283 201 385 167 286 105 292 174 69

除く投資信託解約損益 76 207 148 283 118 212 80 189 106 26
251 467 272 478 191 334 184 366 129 △ 55
169 315 187 329 130 231 128 253 84 △ 44

5.81% 5.31% 5.99% 5.20% 3.95% 3.53% 3.89% 3.97% 2.65% △ 1.24%
101,666 102,257 103,358 103,665 103,667 103,041 103,185 106,054 112,047 8,862
13.52% 13.91% 14.84% 13.29% 14.23% 13.62% 13.78% 12.62% 13.24% △ 0.54%

３行合算 （億円）

2016/9 2017/3 2017/9 2018/3 2018/9 2019/3 2019/9 2020/3 2020/9
（半期） （通期） （半期） （通期） （半期） （通期） （半期） （通期） （半期） 前期比

463 953 493 978 476 900 414 900 474 60
資金利益 436 891 462 913 463 891 423 891 437 14
役務取引等利益 57 118 61 121 48 83 34 71 39 5

354 680 286 574 290 566 274 541 260 △ 14
人件費 164 310 145 281 140 268 127 249 117 △ 10
物件費 163 323 120 247 126 255 126 249 121 △ 5

コア業務純益 109 272 207 403 186 333 139 358 213 74
除く投資信託解約損益 86 196 154 302 137 260 114 255 144 30

経常利益 262 459 274 495 210 381 221 438 167 △ 54
当期利益 183 317 201 365 156 290 167 333 129 △ 38
与信関係費用 △ 27 △ 19 △ 10 10 18 73 60 117 70 10
※記載金額の単位未満は切捨て表示

コア業務粗利益
コア業務純益

経常利益

コア業務粗利益

経費

BIS比率
総資産

当期利益
ROE

業績推移(1)FG連結・3⾏合算 参考資料-11



業績推移(2)各⾏単体
（億円）

2016/9 2017/3 2017/9 2018/3 2018/9 2019/3 2019/9 2020/3 2020/9
（半期） （通期） （半期） （通期） （半期） （通期） （半期） （通期） （半期） 前期比

241 500 264 519 264 495 222 503 272 50
資金利益 235 470 252 494 265 507 241 513 249 8
役務取引等利益 35 72 38 77 33 58 24 50 27 3

168 327 138 282 143 281 139 271 130 △ 9
人件費 78 149 69 134 69 134 65 127 59 △ 6
物件費 77 157 59 125 63 128 64 125 61 △ 3

コア業務純益 72 172 125 237 121 214 83 231 141 58
除く投資信託解約損益 62 145 96 185 87 161 63 151 88 25

経常利益 125 269 187 327 142 252 167 307 112 △ 55
当期利益 86 185 137 240 105 187 123 230 84 △ 39
与信関係費用 △ 4 1 △ 1 7 17 51 29 59 25 △ 4

166 340 171 341 154 289 133 281 142 9
資金利益 149 315 156 310 143 272 127 267 132 5
役務取引等利益 19 38 19 36 12 21 9 17 10 1

138 261 107 211 108 208 98 194 93 △ 5
人件費 64 119 54 105 51 97 44 87 41 △ 3
物件費 62 122 44 87 46 92 44 89 43 △ 1

コア業務純益 28 78 64 129 46 80 35 87 48 13
除く投資信託解約損益 14 29 39 79 31 59 30 63 33 3

経常利益 114 157 63 120 46 96 36 76 35 △ 1
当期利益 81 109 47 91 35 77 30 62 29 △ 1
与信関係費用 △ 9 △ 11 △ 4 9 2 13 26 53 33 7

55 112 57 117 57 115 57 115 59 2
資金利益 52 105 53 108 55 110 55 110 55 0
役務取引等利益 3 7 3 7 1 3 1 2 1 0

47 91 40 81 38 76 37 74 36 △ 1
人件費 21 42 21 41 19 36 17 35 17 0
物件費 22 43 16 34 17 34 17 33 16 △ 1

コア業務純益 8 21 17 36 18 38 20 40 22 2
除く投資信託解約損益 8 21 17 36 18 38 20 40 22 2

経常利益 22 32 22 47 21 32 17 54 19 2
当期利益 15 22 16 34 15 25 13 41 15 2
与信関係費用 △ 12 △ 8 △ 3 △ 5 △ 1 8 3 5 11 8

※記載金額の単位未満は切捨て表示

各行単体

コア業務粗利益

経費
山
口
銀
行

経費

北
九
州
銀
行

コア業務粗利益

経費

も
み
じ
銀
行

コア業務粗利益
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貸出⾦推移(末残)
山口銀行 （億円）

2016/9 2017/3 2017/9 2018/3 2018/9 2019/3 2019/9 2020/3 2020/9 前期比

34,999 35,908 36,731 38,084 38,933 40,130 40,591 42,121 43,066 2,475 

法人貸出金 23,067 23,608 24,018 25,068 26,196 27,259 27,971 29,551 30,687 2,716 

大企業 11,015 11,209 11,611 11,941 13,106 13,355 13,933 14,717 15,373 1,440 

中堅企業 897 893 871 892 862 863 821 875 843 22 

中小企業等 11,155 11,506 11,535 12,234 12,227 13,040 13,217 13,958 14,470 1,253 

地公体 6,080 6,207 6,494 6,673 6,344 6,412 6,132 6,075 5,991 △ 141 

外郭団体 31 74 47 47 31 31 30 44 30 0 

個人ローン 5,820 6,016 6,171 6,295 6,362 6,427 6,456 6,449 6,356 △ 100 

住宅ローン 5,162 5,343 5,493 5,631 5,708 5,778 5,824 5,830 5,773 △ 51 

その他ローン 658 672 677 663 653 649 632 619 583 △ 49 

もみじ銀行 （億円）

2016/9 2017/3 2017/9 2018/3 2018/9 2019/3 2019/9 2020/3 2020/9 前期比

20,677 21,110 21,668 22,123 22,353 22,533 22,817 23,169 23,701 884 

法人貸出金 12,280 12,682 13,256 13,725 13,916 14,244 14,359 14,851 15,367 1,008 

大企業 2,793 2,805 3,010 3,140 3,385 3,601 3,680 4,013 4,106 426 

中堅企業 612 682 671 708 694 719 675 677 675 0 

中小企業等 8,874 9,194 9,575 9,876 9,836 9,923 10,003 10,160 10,586 583 

地公体 3,371 3,200 3,168 3,103 3,139 2,964 3,098 2,983 3,009 △ 89 

外郭団体 61 57 57 56 54 53 53 52 53 0 

個人ローン 4,964 5,169 5,186 5,238 5,242 5,271 5,305 5,280 5,270 △ 35 

住宅ローン 4,631 4,837 4,860 4,918 4,932 4,968 5,009 4,991 5,002 △ 7 

その他ローン 332 332 325 319 309 302 296 289 268 △ 28 

北九州銀行 （億円）

2016/9 2017/3 2017/9 2018/3 2018/9 2019/3 2019/9 2020/3 2020/9 前期比

10,074 10,395 10,745 11,324 11,454 11,589 11,699 11,808 12,426 727 

法人貸出金 7,286 7,431 7,619 7,987 7,995 8,049 8,117 8,148 8,575 458 

大企業 952 908 926 1,001 967 994 1,022 1,098 1,207 185 

中堅企業 558 567 561 697 672 699 734 730 738 4 

中小企業等 5,775 5,955 6,131 6,288 6,356 6,354 6,359 6,319 6,628 269 

地公体 978 1,047 1,109 1,190 1,181 1,159 1,122 1,176 1,349 227 

外郭団体 37 31 17 12 8 5 5 4 4 △ 1 

個人ローン 1,771 1,884 1,997 2,134 2,268 2,375 2,455 2,479 2,497 42 

住宅ローン 1,428 1,541 1,663 1,803 1,923 2,044 2,126 2,159 2,184 58 

その他ローン 343 343 334 330 345 331 328 320 313 △ 15 

※計数は国内勘定のみ。記載金額は単位未満を切捨て表示

国内貸出金合計

国内貸出金合計

国内貸出金合計
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預⾦推移(末残)
山口銀行 （億円）

2016/9 2017/3 2017/9 2018/3 2018/9 2019/3 2019/9 2020/3 2020/9 前期比

預金 53,073 51,953 53,094 52,644 52,723 51,276 51,663 53,237 56,193 4,530 

一般 45,910 46,337 46,627 45,804 46,445 46,155 46,710 45,871 49,172 2,462 

うち個人 32,140 32,400 32,743 32,869 33,088 33,152 33,317 33,635 34,900 1,583 

うち法人 13,769 13,936 13,883 12,935 13,357 13,003 13,392 12,235 14,271 879 

公金 3,025 2,859 3,088 3,144 3,297 2,949 3,244 3,052 3,492 248 

金融 4,137 2,756 3,378 3,695 2,980 2,171 1,708 4,314 3,527 1,819 

邦貨定期性預金 28,211 25,740 26,402 24,854 24,519 22,042 23,088 23,554 24,434 1,346 

邦貨流動性預金 24,547 25,926 25,711 26,846 26,465 27,809 27,628 28,758 30,803 3,175 

外貨預金 314 286 979 943 1,739 1,424 946 925 954 8 

もみじ銀行 （億円）

2016/9 2017/3 2017/9 2018/3 2018/9 2019/3 2019/9 2020/3 2020/9 前期比

預金 29,204 29,858 29,653 29,483 29,865 29,823 29,831 30,108 31,776 1,945 

一般 27,292 27,899 28,353 28,630 28,798 28,972 29,001 29,299 30,799 1,798 

うち個人 20,610 20,879 21,202 21,407 21,687 21,794 21,920 22,035 22,645 725 

うち法人 6,682 7,020 7,151 7,222 7,111 7,177 7,081 7,263 8,153 1,072 

公金 1,163 1,321 788 384 579 332 423 419 597 174 

金融 747 636 511 468 487 519 406 390 379 △ 27 

邦貨定期性預金 15,441 15,564 14,892 14,254 14,395 13,983 13,627 13,405 13,334 △ 293 

邦貨流動性預金 13,678 14,214 14,689 15,091 15,334 15,711 16,112 16,596 18,326 2,214 

外貨預金 84 78 71 137 135 128 91 106 115 24 

北九州銀行 （億円）

2016/9 2017/3 2017/9 2018/3 2018/9 2019/3 2019/9 2020/3 2020/9 前期比

預金 10,307 10,731 11,020 11,664 11,281 11,367 11,654 11,812 12,319 665 

一般 9,239 9,701 9,427 9,760 9,551 9,798 9,817 9,864 10,223 406 

うち個人 5,157 5,328 5,435 5,447 5,532 5,541 5,564 5,507 5,631 67 

うち法人 4,082 4,373 3,991 4,313 4,018 4,257 4,252 4,357 4,592 340 

公金 575 560 1,030 1,315 1,103 967 1,229 1,117 1,376 147 

金融 492 468 563 589 627 601 607 830 719 112 

邦貨定期性預金 6,393 6,583 6,612 6,616 7,029 6,799 7,071 6,962 6,893 △ 178 

邦貨流動性預金 3,859 4,086 4,353 4,969 4,190 4,511 4,526 4,790 5,354 828 

外貨預金 55 61 54 78 61 56 56 59 71 15 

※計数は国内勘定のみ。記載金額は単位未満を切捨て表示
※NCD含む

内
容
別

商
品
別

内
容
別

商
品
別

内
容
別

商
品
別
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資⾦運用勘定・資⾦調達勘定推移(平残)

吉富さんへ依頼中

（億円）

2016/9 2017/3 2017/9 2018/3 2018/9 2019/3 2019/9 2020/3 2020/9 前期比
55,922 55,732 55,275 55,167 56,024 55,615 55,273 55,604 60,238 4,965

貸出金 34,530 35,052 36,382 36,911 38,534 39,018 40,176 40,683 42,843 2,667
有価証券 13,385 12,940 11,428 11,151 10,288 9,427 8,855 9,145 11,783 2,928
コールローン 3,870 3,687 3,166 2,762 2,502 2,180 845 776 571 △ 274

53,856 53,497 53,015 53,000 53,955 53,548 53,302 53,559 57,655 4,353
預金 48,599 48,075 47,591 47,825 49,172 49,151 49,423 49,303 51,460 2,037
譲渡性預金 4,488 4,514 4,577 4,302 3,968 3,275 2,329 2,349 3,735 1,406
コールマネー 701 812 818 793 311 485 917 1,028 906 △ 11

（億円）
2016/9 2017/3 2017/9 2018/3 2018/9 2019/3 2019/9 2020/3 2020/9 前期比
29,550 29,873 30,020 30,011 30,161 30,036 29,523 29,901 31,570 2,047

貸出金 20,383 20,618 21,181 21,482 22,132 22,248 22,625 22,784 23,516 891
有価証券 7,460 7,561 7,054 6,717 6,174 5,809 4,910 5,127 5,835 925
コールローン 143 81 43 84 52 210 509 382 442 △ 67

28,896 29,084 29,654 29,732 30,209 30,221 30,262 30,397 32,284 2,022
預金 27,387 27,514 28,183 28,328 28,797 28,820 29,149 29,163 30,500 1,351
譲渡性預金 1,129 1,071 1,052 988 1,034 971 823 748 648 △ 175
コールマネー 303 452 312 272 165 114 56 71 194 138

（億円）
2016/9 2017/3 2017/9 2018/3 2018/9 2019/3 2019/9 2020/3 2020/9 前期比
10,335 10,586 11,202 11,388 12,116 12,204 12,399 12,430 13,027 628

貸出金 9,675 9,930 10,440 10,670 11,316 11,413 11,564 11,611 12,117 553
有価証券 193 195 210 215 224 227 231 236 251 20
コールローン 2 2 17 16 3 4 3 3 4 1

9,629 9,875 10,514 10,704 11,419 11,506 11,714 11,755 12,370 656
預金 8,475 8,577 8,993 8,987 9,293 9,313 9,803 9,812 10,560 757
譲渡性預金 932 985 1,206 1,168 1,341 1,400 1,326 1,326 1,366 40
コールマネー 211 302 304 539 777 785 577 609 418 △ 159

※金額は単位未満を四捨五入表示。

資金調達勘定計

山口銀行

もみじ銀行

資金運用勘定計

資金調達勘定計

北九州銀行

資金運用勘定計

資金運用勘定計

資金調達勘定計
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利回り・利鞘推移
2016/9 2017/3 2017/9 2018/3 2018/9 2019/3 2019/9 2020/3 2020/9 前期比

① 0.919 0.931 0.998 0.990 1.056 1.042 1.014 1.060 0.931 △ 0.083
貸出金利回 ア 1.122 1.112 1.090 1.084 1.103 1.103 1.067 1.037 0.874 △ 0.193
有価証券利回 0.890 0.937 1.269 1.213 1.483 1.427 1.363 1.717 1.526 0.163
コールローン利回 0.069 0.065 0.130 0.173 0.290 0.378 0.613 0.554 0.243 △ 0.370

② 0.084 0.090 0.089 0.098 0.117 0.135 0.150 0.141 0.109 △ 0.041
預金利回 0.062 0.061 0.058 0.069 0.093 0.102 0.093 0.080 0.035 △ 0.058
譲渡性預金利回 0.027 0.022 0.016 0.016 0.014 0.014 0.016 0.014 0.005 △ 0.011
コールマネー利回 1.238 1.448 1.592 1.462 2.515 1.886 1.946 1.362 0.737 △ 1.209

③ 0.623 0.612 0.521 0.532 0.529 0.525 0.520 0.507 0.452 △ 0.068
（②+③） ④ 0.707 0.702 0.610 0.631 0.646 0.660 0.670 0.649 0.561 △ 0.109

イ 0.692 0.681 0.584 0.606 0.625 0.633 0.626 0.603 0.505 △ 0.121
預金等利回 ウ 0.059 0.057 0.055 0.065 0.087 0.096 0.090 0.077 0.033 △ 0.057
経費率 0.632 0.623 0.529 0.541 0.537 0.536 0.536 0.526 0.472 △ 0.064

（ア-イ） 0.430 0.431 0.506 0.478 0.478 0.470 0.441 0.434 0.369 △ 0.072
（ア-ウ） 1.063 1.055 1.035 1.019 1.016 1.007 0.977 0.960 0.841 △ 0.136

0.831 0.880 1.214 1.148 1.396 1.331 1.273 1.640 1.493 0.220

2016/9 2017/3 2017/9 2018/3 2018/9 2019/3 2019/9 2020/3 2020/9 前期比

① 1.072 1.119 1.102 1.098 1.020 0.979 0.915 0.943 0.866 △ 0.049
貸出金利回 ア 1.205 1.185 1.116 1.102 1.052 1.047 1.013 1.003 0.953 △ 0.060
有価証券利回 0.931 1.167 1.312 1.353 1.176 1.015 0.800 1.007 0.813 0.013
コールローン利回 0.011 0.030 0.210 0.157 0.650 0.194 0.016 0.025 0.007 △ 0.009

② 0.065 0.066 0.063 0.063 0.070 0.071 0.054 0.048 0.028 △ 0.026
預金利回 0.051 0.049 0.041 0.038 0.036 0.035 0.025 0.022 0.014 △ 0.011
譲渡性預金利回 0.039 0.031 0.017 0.016 0.011 0.010 0.010 0.010 0.007 △ 0.003
コールマネー利回 0.007 0.000 0.022 0.040 0.381 0.324 0.923 0.649 0.294 △ 0.629

③ 0.955 0.900 0.724 0.710 0.713 0.688 0.647 0.639 0.578 △ 0.069
（②+③） ④ 1.020 0.966 0.787 0.773 0.783 0.760 0.701 0.688 0.607 △ 0.094

イ 1.019 0.965 0.774 0.757 0.758 0.733 0.678 0.672 0.614 △ 0.064
預金等利回 ウ 0.051 0.049 0.040 0.037 0.035 0.034 0.024 0.021 0.014 △ 0.010
経費率 0.968 0.915 0.734 0.720 0.722 0.698 0.653 0.650 0.600 △ 0.053

（ア-イ） 0.186 0.220 0.342 0.345 0.294 0.314 0.335 0.331 0.339 0.004
（ア-ウ） 1.154 1.136 1.076 1.065 1.017 1.013 0.989 0.982 0.939 △ 0.050

0.880 1.118 1.272 1.316 1.141 0.981 0.776 0.986 0.799 0.023

2016/9 2017/3 2017/9 2018/3 2018/9 2019/3 2019/9 2020/3 2020/9 前期比

① 1.073 1.063 1.021 1.020 0.981 0.982 0.968 0.957 0.885 △ 0.083
貸出金利回 ア 1.098 1.083 1.044 1.033 0.998 0.992 0.981 0.967 0.899 △ 0.082
有価証券利回 2.174 2.302 2.313 2.515 2.443 2.688 2.658 2.652 2.348 △ 0.310
コールローン利回 1.772 1.708 0.603 0.679 2.027 2.178 2.030 1.550 0.358 △ 1.672

② 0.074 0.069 0.074 0.074 0.077 0.077 0.078 0.070 0.038 △ 0.040
預金利回 0.077 0.072 0.058 0.055 0.049 0.046 0.047 0.043 0.030 △ 0.017
譲渡性預金利回 0.056 0.049 0.040 0.035 0.024 0.024 0.025 0.022 0.015 △ 0.010
コールマネー利回 0.005 0.033 0.632 0.441 0.489 0.524 0.712 0.596 0.308 △ 0.404

③ 0.979 0.923 0.767 0.760 0.681 0.667 0.639 0.637 0.588 △ 0.051
（②+③） ④ 1.053 0.992 0.841 0.834 0.758 0.744 0.717 0.707 0.626 △ 0.091

イ 1.077 1.023 0.847 0.855 0.777 0.760 0.717 0.713 0.638 △ 0.079
預金等利回 ウ 0.075 0.070 0.056 0.053 0.045 0.043 0.044 0.040 0.028 △ 0.016
経費率 1.002 0.953 0.791 0.801 0.731 0.716 0.673 0.672 0.610 △ 0.063

（ア-イ） 0.021 0.060 0.197 0.178 0.221 0.232 0.264 0.254 0.261 △ 0.003
（ア-ウ） 1.023 1.013 0.988 0.980 0.953 0.949 0.937 0.927 0.871 △ 0.066

2.099 2.232 2.257 2.462 2.398 2.645 2.614 2.612 2.320 △ 0.294
※単位未満を切捨表示。

預貸金単純利鞘      
預証単純利鞘

資金調達原価
預金等原価

預貸金利鞘    

山 口 銀 行
資金運用利回

資金調達利回

経費率

も み じ 銀 行 
資金運用利回

資金調達利回

経費率

預貸金利鞘    

資金調達利回

資金調達原価
預金等原価

預貸金利鞘    
預貸金単純利鞘      

経費率
資金調達原価

預証単純利鞘

預貸金単純利鞘      
預証単純利鞘

北 九 州 銀 行 
資金運用利回

預金等原価
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本資料は情報の提供のみを目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘するものではあり
ません。本資料に記載された事項の全部⼜は⼀部は予告なく変更されることがあります。本資料の将来の
業績に関わる記述については、その内容を保証するものではなく、経営環境の変化等による不確実性を有
しておりますのでご留意ください。

【本資料に関するお問い合わせ先】
株式会社 ⼭⼝フィナンシャルグループ

総合企画部 濱
TEL 083-223-5511
FAX 083-223-6051
http://www.ymfg.co.jp/

http://www.ymfg.co.jp/

